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要旨

本論文は、付加価値税（VAT）の中核的原理、すなわち累積課税の抑制と最終消費への課税を維持しつつ、そ
の運用上の負担の軽減を図る制度設計仮説として、累積差額調整税（Cumulative Difference Adjustment Tax: 

CDAT）を提案する。現行 VAT は高度に発達した制度である一方で、事業者による税額の一時保有、還付遅
延、不正還付、申告および審査に伴う事務負担といった構造的課題を抱えている。CDAT は、税額部分を売り
手に経由させず国庫清算口座へ直接記録し、各事業者の累積差額を連続的に管理し、自動相殺を標準的処理
として、また即時清算を事業者による任意の操作として組み込むことにより、これらの負担に対応する。本論
文は、CDAT を関連制度と比較し、単純化した閉鎖モデルの下で税収同等性を検討し、設備投資、輸出、途
中退出、長期取引、B2C 取引を含む具体的事例を分析し、さらに分散台帳を標準仕様とする技術的実装を考
察する。結論として、CDAT は現行 VAT の即時代替としてではなく、明示された仮定の下で同等の累積税収
帰結を実現しうる、検証可能な制度設計仮説として提示される。不正検出機構のさらなる高度化、移行経路
の具体化、国際的整合性に関する法的検討、および経済的影響の定量分析は、今後の研究課題として残され
る。

Abstract

This paper proposes the Cumulative Difference Adjustment Tax (CDAT) as a design hypothesis that 
preserves the core principles of the Value Added Tax (VAT)—the suppression of cascading and the taxation 
of final consumption—while seeking to mitigate its operational burdens. While the current VAT is a highly 
developed system, it carries structural challenges, including the temporary holding of tax by businesses, 
refund delays, fraudulent refunds, and the administrative burden of filing and review. CDAT addresses these 
burdens by recording the tax portion directly in a Treasury Clearing Account without passing through the 
seller, by continuously managing each business's cumulative difference, and by embedding automatic 
offsetting as the standard process and immediate settlement as an optional operation by the business. The 
paper compares CDAT with related institutions, examines tax revenue equivalence under a simplified closed 
model, analyzes concrete cases including capital investment, exports, mid-course exit, long-term 
transactions, and B2C transactions, and considers technical implementation with a distributed ledger as the 
standard specification. In conclusion, CDAT is presented not as an immediate replacement for the current 
VAT but as a verifiable design hypothesis that, under explicitly stated assumptions, may achieve equivalent 
cumulative tax revenue outcomes. The further development of fraud detection mechanisms, the specification 
of transition paths, the legal examination of international consistency, and the quantitative analysis of 
economic impact remain subjects for future research.

尚、本稿の編集、表現調整、および英語翻訳の一部に AI 支援ツールを用いた。ただし、制度構想、分析、数
値設定および最終的な内容責任はすべて著者に帰属する。 
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第1章 序論──現行付加価値税制の構造的課題

1.1 本論文の主題

本論文は、付加価値税(Value Added Tax, VAT)の累積課税防止機能を維持しつつ、
その運用上・制度上の負担を軽減しうる新たな制度設計として、累積差額調整税
(Cumulative Difference Adjustment Tax, CDAT)を提案する。本論文は、CDAT を既存
の VAT 体系に対する制度設計上の代替案として提示することを目的とする。
CDAT は、VAT を採用する国において独立に検討可能な消費課税制度として論じ
られる。

1.2 現行付加価値税制の到達点

VAT は20世紀後半以降、世界的に普及し、現在では170を超える国・地域で運用さ
れている主要な一般消費課税である。OECD (2022) が整理するように、その基本
的特徴は、各取引段階で課税しつつ、事業者が仕入に係る税額を控除することに
よって、税負担を最終消費者に帰着させる点にある。国際的な VAT/GST ガイドラ
インでは、invoice-credit method のほか、subtraction method も理論的に認められて
いるが、実務上は invoice-credit method が主流である。

この仕組みにより、VAT は多段階取引における典型的な累積課税を抑制し、流通
経路の長短に対して比較的中立的な課税を実現してきた。また、仕向地原則との
整合により、国境を越える取引においても、国内消費に対する課税として制度を
構成しやすい。現行 VAT は、累積課税を抑制する一般消費税として、現時点でも
高い完成度を有する制度である。

もっとも、各国の具体的な実装は同一ではない。OECD 諸国の大半はクレジッ
ト・インボイス型を採用している一方、日本の消費税は長く帳簿方式を中心に運
用され、2023年10月の適格請求書等保存方式の導入によって、主流的な invoice-

credit 的運用へ接近した。OECD (2022) は、日本を OECD における "credit 

subtraction VAT" の例として整理している。したがって、日本の消費税は単純に
「標準から外れていた」と言うより、Masui (2021) も論じるように、主流方式とは
異なる証憑・計算構造を持ちながら発展してきた制度と捉える方が正確である。
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1.3 構造的課題

しかし、現行 VAT は、その基本的な優位性にもかかわらず、制度運営の側面にお
いていくつかの構造的課題を抱える。第一に、事業者が税額をいったん受領し、
その後に国庫へ納付する仕組みであるため、倒産、資金繰り悪化、詐欺的取引等
が介在すると、税額が国庫へ到達しないリスクが残る。イタリアの split payment 

の特例措置が、こうした ex ante の遮断を目的の一つとして導入・延長されてきた
ことは(Council of the European Union, 2023)、この問題が現実的であることを示し
ている。

第二に、還付制度に起因するキャッシュフロー負担がある。輸出企業や大型設備
投資を行う企業では、仕入税額が売上税額を上回る状態が構造的に生じうる。
Harrison and Krelove (2005) は、過大な入力税額控除の繰越や還付遅延が、企業に
とって time-value of money の損失や cash flow の圧迫を生みうると指摘している。
すなわち、VAT は理論上は中立であっても、資金繰りの時間軸まで含めれば、企
業に無視できない負担を課すことがある。

第三に、期末申告、還付申請、資料保存、監査対応などに伴う事務負担および行
政コストがある。リアルタイム報告制度や電子インボイス制度の普及はこれを軽
減しつつあるが、多くの制度ではなお、定期申告とその検証が制度運営の中核に
残っている。

第四に、組織的な不正還付および VAT gap の問題がある。もっとも、VAT gap は
不正のみを意味するものではない。European Commission (2024) は、VAT gap には 

fraud and evasion だけでなく、avoidance、bankruptcies、financial insolvencies、
miscalculations 等も含まれると整理している。したがって、現行 VAT の問題を論じ
る際には、「不正還付の存在」と「VAT gap 全体」を同一視しないことが必要で
ある。

各国はこれらの課題に対し、部分的な制度改革で対応してきた。イタリアの split 

payment は納付経路の改革として、ハンガリーの RTIR やスペインの SII は報告経
路の改革として、EU の VAT in the Digital Age(ViDA)は電子報告・電子インボイス
の共通化として、それぞれ一定の応答を試みている。しかし、これらはいずれも
現行 VAT の基本構造を維持した上で、その一部を即時化・電子化・例外措置化す
る改革であり、税額の保有、控除、還付、申告の関係を一体として組み替えるも
のではない。
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1.4 本論文の提案

CDAT は、現行 VAT の理論的長所、すなわち累積課税の抑制と最終消費への課税
という基本方向を維持しつつ、上記の運用上負担を軽減しうる制度として構想さ
れる。その基本的特徴は、次の四点に要約できる。

第一に、買い手が支払う税額相当部分を、売り手を経由させず、直接に政府が管
理する国庫清算口座へ記録する国庫清算口座直送方式を採用する。これにより、
事業者が税額現金を一時保有する構造を弱め、倒産や流用による未納リスクを低
減しうる。

第二に、各事業用ウォレットは、支払税額累計と受取税額累計の差として定義さ
れる累積差額と、事業者が現時点で還付を受けられる額を示すバッファ残高とい
う、二つの状態値を分散台帳上に保持する。累積差額は未清算の純ポジションを
示す内部指標であり、バッファ残高は既に還付バッファへの逆流が記録された
が、なお事業者ウォレットへは引き出されていない額を示す表示指標である。両
者は同一ではなく、即時清算時に両者を同時に処理しても二重計上にはならない
（第3章3.3参照）。取引ごとに、買い手と売り手の累積差額が更新される。売り
手の累積差額がマイナスの場合、当該取引で発生した税額のうち累積差額のマイ
ナスの絶対値に相当する部分が還付バッファへ逆流し、売り手のバッファ残高と
して蓄積される。事業者は、必要に応じて即時清算機能により、累積差額のマイ
ナス分を清算し、またはバッファ残高を引き出すことができる。

第三に、定例的な還付申請を通常運用の中心から外し、自動相殺を標準処理とす
る。多くの場合、売り手のマイナスの累積差額は後続取引の中で順次バッファ残
高へ逆流されるため、還付申請を反復的に行う必要は小さくなる。他方、事業者
が即時の現金化を必要とする場合には、ウォレット上の即時清算機能を通じて清
算を請求できるものとする。即時清算機能は累積差額のマイナス分とバッファ残
高のプラス分を統合的に扱い、逆流が未発生または不足している場合には政府ま
たは制度運営主体による一時的な流動性供給が行われる。この処理は、通常時に
は、台帳整合性の確認と状態値の確認に基づく自動検証の対象となる。ただし、
高リスク取引については、遅延・保留および追加的精査の対象となりうる。

第四に、取引記録・残高記録・整合性検証を電子的に連動させることで、支払時
点における瞬時の残高更新を実現し、定型的な申告や書面申請の多くを自動化す
る。CDAT の基本設計としては、分散台帳と管理用ウォレットの組み合わせを標
準仕様とする。これは分散保管と高速処理の両立に優れる。ただし、CDAT の本

7



質的要件は支払時点での瞬時の残高更新と整合性検証の実現にあるため、採用国
の事情に応じて、中央管理型の単一サーバ、ブロックチェーン、既存の電子イン
ボイスおよびリアルタイム報告基盤との接続など、同等の機能を満たす実装形態
が選択可能である。

以上から、本論文における CDAT は、「現行 VAT と同額の税収を常に自動的に実
現する制度」としてではなく、一定の仮定の下で VAT と同等の税収帰結を実現し
うる可能性を持ちつつ、税額預かり、還付遅延、定型申告、不正還付への脆弱性
を同時に軽減しうる制度設計仮説として提示される。本論文の課題は、この仮説
がどの条件の下で成り立つかを明示することである。

1.5 論文の構成

以下、第2章では CDAT に関連する既存制度と先行研究を、納付経路、報告経路、
計算方式の三層に分けて整理する。第3章では CDAT の制度設計を定義し、ウォ
レット構成、累積差額の記録方式、清算ロジック、B2B・B2C の基本処理を提示
する。第4章では、単純化した閉鎖モデルの下で、CDAT の累積税収と税負担帰着
が標準的 VAT とどのような関係に立つかを検討する。第5章では通常取引、設備
投資、輸出、途中退出等を含む具体的フローを示し、第6章では電子インボイス基
盤、決済レール、台帳方式の実装論を扱う。第7章では既存 VAT 制度からの移行
について検討する。第8章は結論である。

第2章 先行研究と関連制度

2.1 本章の目的

本章の目的は、CDAT を既存の VAT 改革潮流の中に位置づけることである。ここ
では論点を三層に分ける。第一は、税額が国庫へ到達する経路を変更する納付経
路の改革であり、その代表例としてイタリアの scissione dei pagamenti を扱う。第
二は、請求書または billing records を税務当局へ迅速に送る報告経路の改革であ
り、ハンガリーの RTIR、スペインの SII、EU の ViDA を扱う。第三は、税額計算
そのものに関わる方式の比較であり、クレジット・インボイス型、日本の消費税、
米国の小売売上税を概観する。CDAT の独自性は、これら三層の一部を組み合わ
せつつ、累積差額の連続的管理と自動相殺を制度の中心に置く点にある。
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2.2 納付経路の改革──イタリアの scissione dei 

pagamenti

イタリアの scissione dei pagamenti(split payment)は、通常であれば売り手が受領し
て後日納付する VAT 部分を、買い手側から直接税務当局の管理下へ振り分ける特
例措置である。Council of the European Union (2023) の決定によれば、この措置は 

2026年6月30日まで延長された一方、FTSE MIB 上場企業向けの適用は 2025年7月1

日から外されている。したがって、split payment はイタリアにおける恒久的な一般
制度ではなく、範囲が限定され、かつ段階的縮小も予定された時限的特例措置で
ある。

この制度の重要性は、事業者が VAT 現金を一時保有することに起因する未納・流
用リスクを、納付経路の変更によって ex ante に低減しようとした点にある。
Council of the European Union (2023) の決定でも、mandatory electronic invoicing と 

split payment の補完関係が強調されており、電子インボイスが ex post の照合を助
けるのに対し、split payment は ex ante の資金経路を制御する手段として位置づけ
られている。

もっとも、split payment には明確な限界がある。第一に、適用範囲が限定されてい
る。第二に、売り手は output VAT を受領しない一方で input VAT は支払い続ける
ため、VAT credit が蓄積しやすく、還付への依存が残る。Council of the European 

Union (2023) の決定自体も、特例対象の供給者が credit position に置かれ、VAT 

refunds を求める必要があることを明示している。第三に、split payment は税額の
送金経路を変えるが、累積差額のリアルタイム調整や自動相殺を内蔵していな
い。したがって、CDAT は split payment の単なる拡張ではなく、その納付経路上
の発想を一般化したうえで、累積差額管理を付加する構想として理解されるべき
である。

2.3 報告経路の改革──リアルタイム請求書報告と 

ViDA

ハンガリーの RTIR は、請求書データのリアルタイム報告を税務行政に組み込んだ
制度である。European Commission (n.d.) によれば、2018年以降、VAT 登録納税者
は請求書データを NAV に対して電子的かつ human intervention なしに送信する義
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務を負い、2021年にはその適用が B2B、B2C、域内取引、輸出取引へ拡大された。
RTIR の特徴は、請求書データの把握を期末申告より前の段階へ前倒しした点にあ
る。

スペインの Suministro Inmediato de Información(SII)は、VAT の管理を、billing 

records の迅速な報告へ移行させた制度である。AEAT によれば、対象事業者は 

billing records の詳細を4日以内に送信し、これにより一定の定型報告を省略でき
る。SII は、フルの電子インボイス義務というより、請求記録の短期提出義務とし
て理解する方が正確である。

RTIR と SII はいずれも、報告経路の電子化・即時化を通じて、税務当局による早
期把握とリスク管理を強化する制度である。しかし、税額の計算自体や納付経路
そのものを変更するものではなく、従来型 VAT の枠組みの上にデータ取得の速度
を上乗せする制度である。したがって、これらは CDAT の近縁制度というより、
CDAT が利用しうる情報インフラの先行例として位置づける方が適切である。

EU の VAT in the Digital Age(ViDA)は、こうした動きを EU 全体の制度枠組みに引
き上げる改革である。European Commission (2025) によれば、ViDA package は 2025

年3月11日に採択され、2035年1月まで段階的に展開される。ここで重要なのは、
ViDA の中心が digital reporting requirements と e-invoicing の整合化にあり、納付経
路や還付ロジックそのものを置換する改革ではない点である。すなわち、ViDA 

は CDAT と競合するというより、CDAT を導入する場合に利用可能な報告・証憑
基盤の標準化方向を示している。

なお、ViDA や Peppol は請求書交換・報告レイヤーに属する。OpenPeppol の 

Peppol BIS Billing 3.0 仕様では UBL invoice に含めるべきでない要素に関する制約
が多数置かれており、既存請求書本体へ任意フィールドを自由に追加できるわけ
ではない。したがって、CDAT の実装に Peppol を用いる場合も、請求書本体の単
純な拡張ではなく、別メッセージ層、補助台帳、または標準改定を伴う可能性を
前提にすべきである。

2.4 付加価値税の計算方式

付加価値税の計算方式として、国際的に最も一般的なのはクレジット・インボイ
ス型である。OECD (2022) のガイドラインは、invoice-credit method において、各
事業者が売上に VAT を課し、仕入に係る input tax を控除し、差額を納付し、
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excess credits があれば refund を受ける構造を説明している。これは監査可能性が
高く、各取引の証憑に基づく検証がしやすい点で優れている。

これに対し、日本の消費税は、OECD (2022) によれば OECD における "credit 

subtraction VAT" の例であり、税額計算の面では subtraction 的特徴を持つ。2023年
10月の適格請求書等保存方式の導入により証憑構造は主流方式に近づいたが、
Masui (2021) が論じるように、日本の消費税を単純にクレジット・インボイス型
と同一視するのはやや粗い。CDAT の比較対象として重要なのは、日本の消費税
が、すでに subtraction 的要素を制度の中に含んでいることである。

米国の retail sales tax は、連邦 VAT を持たない代わりに、州・地方レベルで最終販
売段階へ課税する一段階税である。事業者間取引は resale certificate 等によって原
則として課税対象外とされるため、理論上の累積課税は回避されるが、その代わ
り免税証明や最終販売段階での執行に依存する度合いが高い。CDAT はこの一段
階税とは異なり、多段階取引のまま自動調整を行う点に特徴がある。

以上を踏まえると、CDAT は invoice-credit method と subtraction method の中間に位
置するのではなく、取引単位の記録を保ちながら、控除に相当する処理を累積差
額の連続更新として再構成する制度と表現するのが近い。すなわち、請求書単位
の証憑性と、事業体単位の残高管理を結合する点に、CDAT の独自性がある。

2.5 累積差額調整税の位置づけ

以上の整理から、CDAT は三層の制度要素を接続する提案として位置づけられ
る。納付経路の面では、イタリア split payment が示した「税額現金を売り手に持
たせない」という発想を一般化する。報告経路の面では、RTIR、SII、ViDA が示
したリアルタイムまたは準リアルタイムのデータ把握を活用しうる。計算方式の
面では、invoice-credit 的証憑性を維持しながら、控除処理を期末差額計算ではな
く、累積差額の継続的更新と自動相殺として再定義する。

したがって、CDAT の独自性は、単に split payment とリアルタイム報告を組み合わ
せる点にはない。むしろ、還付申請を通常運用の中心から外し、自動相殺を原則
としつつ、必要時のみ即時清算を可能にする残高ベースの制度設計にある。この
点で CDAT は、既存 VAT 改革の延長線上にありながら、税額の保有、控除、還付、
申告の関係をより一体的に再編する提案である。もっとも、その成否は、税収同
等性、退出時処理、輸出・設備投資・低回転事業者への影響、不正防止、実装コ
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ストといった後続章の検討に依存する。ゆえに、本章での結論は、CDAT を完成
済み制度としてではなく、既存改革の断片を統合した検証可能な制度仮説として
位置づけることにある。

以下の表は、本章で論じた主要な既存制度および改革との関係において CDAT の
特徴を整理したものである。

この表から読み取れるのは、CDAT が納付経路の面では scissione dei pagamenti と
同系統にありながら、それを全取引に一般化し、さらに累積差額の連続管理と自
動相殺を付加した設計となっている点である。CDAT の独自性は、既存の改革要
素を組み合わせたこと自体ではなく、それらを一つの残高ベースの設計に統合し
たことにある。

表2.1 CDAT と主要な既存制度・改革の特徴比較

特徴 CDAT
クレジット・イ
ンボイス型

VAT(OECD標準)

日本の消費税
(2023年適格請求書
等保存方式導入後)

米国の
小売売上税

イタリアの scissione 

dei pagamenti

課税方式 多段階 多段階 多段階
一段階(最終販
売)

多段階

税額の納付
経路

買い手から国庫
清算口座へ直接
記録

売り手が受領後
に期末納付

売り手が受領後に
期末納付

最終販売者が受
領後に納付

買い手から税務当局
へ直接(適用範囲内)

事業者によ
る税額一時
保有

なし あり あり
あり(最終販売
者)

なし(適用範囲内)

控除または
差額調整の
方式

累積差額の連続
管理と自動相殺

インボイスに基
づく仕入税額控
除

適格請求書に基づ
く仕入税額控除

仕入証明書によ
る事業者間非課
税

売り手側で従来型の
仕入税額控除を維持

還付手続き
原則として自動
相殺、必要時の
み即時清算

申告と審査を経
る定例プロセス

申告と審査を経る
定例プロセス

還付概念なし 優先還付制度あり

定例申告・
審査

原則不要 必須 必須 売り手側で必要 必須

税額記録の
基盤

分散台帳(標準仕
様)、代替実装可

事業者の会計帳
簿と期末申告書

事業者の会計帳簿
と期末申告書

事業者の会計帳
簿

中央集権型の電子イ
ンボイス基盤(SdI)

適用範囲 全取引 全取引 全取引
最終消費取引の
み

B2G および指定区分
のみ

地位 制度仮説 確立された制度 確立された制度 確立された制度 時限的特例措置
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第3章 累積差額調整税の基本設計

3.1 本章の目的

本章では、累積差額調整税(Cumulative Difference Adjustment Tax, CDAT)の制度設計
を定義する。まず CDAT を支えるウォレット構成を概観し、続いて本論文の主題
である事業用ウォレットにおける累積差額調整の機構を詳述する。次に複数の税
率カテゴリが併存する場合の拡張、取引記録の表現モデル、そして CDAT の基本
要件を満たす実装の選択肢を述べる。

3.2 ウォレット構成

CDAT は、五種のウォレットから構成される制度として設計される。第一に、国
庫管理税率設定用ウォレットは、各ウォレット種別に適用される税率を設定する
権限を持ち、制度の管理中枢として機能する。第二に、事業用ウォレットは、法
人および個人事業主が事業活動に用いるウォレットであり、累積差額調整の機構
を備える。第三に、個人用ウォレットは、最終消費者が用いるウォレットであ
り、事業用ウォレットとの接続によって B2C 取引を成立させる。第四に、貿易用
ウォレットは、国境を越える取引に用いられ、国別の税率および関税率の設定が
適用される。第五に、民間経済圏接続用ウォレットは、既存の民間決済基盤や経
済圏との相互運用を可能とする接続点として機能する。

本論文は、このうち事業用ウォレットの累積差額調整機構を主題とする。他の四
種のウォレットは、事業用ウォレットとの関係において必要な範囲で言及するに
留める。

なお、税率はウォレット種別ごとに国庫管理税率設定用ウォレットにおいて設定
される。事業用ウォレットに適用される税率は、本章3.3 から3.8 までの記述にお
いては単一税率として扱う。複数の税率カテゴリが併存する場合の拡張は3.9 で扱
う。個人用ウォレットに適用される税率も一律である。貿易用ウォレットに適用
される税率は、国別に定められた税率および関税率に従う。本論文では、事業用
ウォレットに適用される税率を「累積差額調整税率」と呼び、計算例では便宜上
25%を用いる。
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3.3 累積差額とバッファ残高

事業用ウォレットは、二つの関連する状態値を持つ。累積差額とバッファ残高で
ある。両者は密接に関連しつつも役割を異にし、制度の内部論理とユーザーに対
する表示の両面に対応する。

累積差額は、当該事業用ウォレットにおける支払税額累計と受取税額累計の差と
して定義される。ここで、支払税額累計とは、当該事業用ウォレットの保有者が
買い手として取引に参加した際に、売価部分とは別に国庫清算口座に記録された
税額部分の累計を指す。受取税額累計とは、当該保有者が売り手として取引に参
加した際に、買い手の支払から国庫清算口座に記録された税額部分の累計を指
す。累積差額は、取引ごとに更新される。支払税額累計が受取税額累計を上回る
状態はマイナスの値で表され、逆はプラスの値で表される。累積差額は、制度の
会計的論理を示す内部指標として位置づけられる。

累積差額がマイナスとなった場合、そのマイナスの絶対値に相当する額は、後続
取引において国庫清算口座に記録される税額の一部から還付バッファへ逆流し、
当該事業用ウォレットのバッファ残高として蓄積される。バッファ残高は、事業
者が現時点で還付を受けられる税額を示す値であり、常にゼロ以上である。ユー
ザーは事業用ウォレットのアプリケーションを通じて、バッファ残高の現在値を
確認できる。

累積差額とバッファ残高は、密接に関連するが同一ではない。累積差額は未清算
の純ポジションを示す内部指標であり、バッファ残高は既に還付バッファへの逆
流が記録されたが、なお事業者ウォレットへは引き出されていない額を示す表示
指標である。したがって、即時清算時に両者を同時に処理しても、同一額の二重
計上にはならない。たとえば、支払税額累計が500、受取税額累計が200、累積差
額が−300、バッファ残高が200である場合、事業者に対する即時清算総額は 300 + 

200 = 500 となる。ここで300は未逆流・未清算分、200は既逆流・未払分であり、
性質の異なる二つの請求権の合計である。

バッファ残高の算出は、取引時点または即時清算操作時点の状態値として、分散
台帳上に保存される。過去の取引記録を遡及して集計する必要はなく、常に最新
のバッファ残高という単一の状態値を参照することで、バッファ残高の算出およ
びその読出し処理が完結する。
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3.4 調整参照期間の役割

調整参照期間は、国庫管理税率設定用ウォレットが税率を設計する際の参照枠、
および監査・検証における参照枠として位置づけられる。具体的には、税率の改
定時に過去の物価水準や経済指標を参照する際、調整参照期間内の記録が中心的
な参照対象となる。また、分散台帳上の取引記録は全て保存されるが、調整参照
期間内の記録は監査・検証の対象としてホットに参照され、期間外の記録はアー
カイブとして扱われる。

調整参照期間は、バッファ残高の算出や、自動相殺・即時清算の動作には直接関
与しない。これらの清算処理は、取引時点または操作時点において分散台帳上に
保持された最新の状態値に基づいて動作するため、調整参照期間内の取引記録を
遡及して集計する必要はない。したがって、調整参照期間を超えるような過去の
仕入取引であっても、その結果として形成された累積差額およびバッファ残高は
有効な状態値として保持され、還流請求権が失われることはない。

調整参照期間の長さは、導入国の経済事情、物価変動、事業周期等を踏まえ、国
庫管理税率設定用ウォレットにおいて制度上定められる。長期事業サイクルを有
する業種が存在する国では、比較的長い期間を設定することが考えられる。ただ
し、調整参照期間は清算計算の参照窓ではないため、事業者の還流請求権がこの
期間によって時効的に消滅することはない。

3.5 国庫清算口座直送方式

取引が成立するとき、買い手が支払う総額は、売価部分と税額部分に分解して記
録される。売価部分は売り手の事業用ウォレットの残高に計上され、税額部分は
売り手を経由せず、直接に国庫清算口座へ記録される。本論文ではこの記録方式
を国庫清算口座直送方式と呼ぶ。

国庫清算口座直送方式は、事業者が税額現金を一時的に保有する構造を排除する
ことを目的とする。これにより、事業者の倒産、資金繰り悪化、詐欺的取引等が
介在しても、税額が国庫に到達しないリスクは原理的に低減される。もっとも、
国庫清算口座直送方式のみでは、現行付加価値税制における仕入税額控除に相当
する処理が欠落するため、これを補う機構として累積差額のマイナス分の還付
バッファへの逆流が必要となる。次節でこれを扱う。
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3.6 累積差額の連続更新と自動相殺

取引ごとに、買い手と売り手の累積差額が更新される。買い手の支払税額累計は
当該取引の税額分だけ増加するため、買い手の累積差額はマイナス方向に動く。
売り手の受取税額累計は当該取引の税額分だけ増加するため、売り手の累積差額
はプラス方向に動く。

売り手の取引時点の累積差額がマイナスであった場合、当該取引によって国庫清
算口座に記録された税額のうち、売り手の累積差額のマイナスの絶対値に相当す
る部分(ただし当該取引の税額を上限とする)が、還付バッファへと逆流する。逆
流した額は、売り手のバッファ残高として蓄積される。売り手の累積差額は、こ
の逆流により、マイナス方向からプラス方向へと回復する。

売り手の取引時点の累積差額がプラスまたはゼロであった場合、還付バッファへ
の逆流は発生しない。当該取引の税額は国庫清算口座にそのまま記録され、売り
手の受取税額累計に加算される。

この機構は、現行付加価値税制における仕入税額控除を、期末の一括控除として
ではなく、取引ごとの連続的な調整として再構成するものである。分散台帳上で
は、国庫清算口座への税額の記録と、還付バッファへの逆流が、同一取引の一部
として同時に記録される。この同時記録構造により、税額の保有経路が事業者を
経由しないことが、記録の水準において保証される。多くの場合、マイナスの累
積差額は後続取引の中で順次解消される方向に働くため、還付申請を反復的に行
う必要は小さくなる。本論文ではこれを自動相殺と呼ぶ。

3.7 即時清算機能

事業者が、後続取引による自動相殺を待たずに、累積差額のマイナス分または
バッファ残高を即時に現金化することを望む場合がある。この需要に応えるた
め、CDAT はウォレット上の即時清算機能を提供する。

即時清算機能が利用されると、当該事業用ウォレットの累積差額とバッファ残高
が確認される。以下の二つの動作が統合的に実行される。

第一に、累積差額がマイナスである場合、その絶対値に相当する金額が還付バッ
ファから事業用ウォレットへ移動し、累積差額はゼロに更新される。このとき、
累積差額のマイナス分とバッファ残高のプラス分を同時に還流しても二重計上に
はならない(第3章3.3 参照)。これは、累積差額が未清算の純ポジション、バッファ
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残高が既逆流・未払額の表示値であることを反映した設計である。なお、当該時
点において還付バッファへの逆流が未発生または不足している場合、その不足分
は政府または制度運営主体が一時的に供給する。この一時供給は、後続取引によ
る還付バッファへの逆流の発生により自動的に解消される。

第二に、バッファ残高がプラスである場合、その全額が還付バッファから事業用
ウォレットへ移動し、バッファ残高はゼロに更新される。

これら二つの動作は、即時清算操作によって同時に実行される。累積差額がマイ
ナスかつバッファ残高がプラスの両方の条件が成立する場合、両方の動作が並行
して実行される。累積差額がゼロまたはプラスで、かつバッファ残高もゼロの場
合、即時清算では何も還流しない。

この処理は、分散台帳上の累積差額とバッファ残高の状態値に基づく自動検証に
よって実行される。検証の内容は、通常時には台帳整合性の確認と状態値の確認
に限定される。ただし、高リスクと判定された取引については、第6章6.5.2で述べ
る不正検出機構に基づき、遅延・保留および人間による追加的精査の対象となり
うる。

即時清算機能は、調整参照期間の制約を受けない。累積差額とバッファ残高は過
去の全取引を通じて累積された結果としての状態値であり、事業者が事業開始以
降いつでも、その時点の状態値に基づいて清算することができる。これにより、
事業者の還流請求権は、調整参照期間の経過によって時効的に消滅することがな
い。

即時清算機能は、現行付加価値税制における還付申請に類似するが、通常時には
申請書提出や個別審査を要しない。自動相殺を原則とし、即時清算を事業者の任
意操作として位置づけることで、還付プロセスに起因するキャッシュフロー負担
と事務負担を軽減することが意図される。

※CDAT の会計構造は、確認の便宜上、次の二式に要約できる。
　　累積差額 = 受取税額累計 − 支払税額累計 

　　政府の発生主義ベースの正味税収 = 国庫清算口座への記録累計 − 還付バッファへの逆流累計
即時清算時の一時的流動性供給は、発生主義ベースの正味税収の構成要素ではなく、短期的な国庫
キャッシュフロー上の調整である。

3.8 廃業・清算時の処理

事業用ウォレットが廃業等により無効化される場合、累積差額がマイナスのまま
残る、あるいはバッファ残高に残額が残る可能性がある。この場合、事業者、清

17



算人、または相続人は、廃業時または無効化前に即時清算機能を利用して累積差
額とバッファ残高を清算する。

何らかの事情により即時清算の利用前にウォレットが無効化された場合は、行政
窓口への申請により、分散台帳に保存された累積差額とバッファ残高の記録を根
拠として清算が実行される。申請の具体的な手続き(窓口、必要書類、オンライン
申請の可否等)は、導入国の行政実務に従って定められる。

3.9 複数税率カテゴリが併存する場合の拡張

3.3 から3.8 までの基本設計は、単一税率を前提としていた。しかし、多くの国の 

VAT 制度は、標準税率に加えて軽減税率、ゼロ税率、非課税取引といった複数の
税率カテゴリを併用している。本節では、CDAT の基本設計をこの複数税率カテ
ゴリの併存に対応させる拡張を示す。

3.9.1 税率カテゴリの定義

税率カテゴリは、導入国の VAT 制度に応じて複数設定される。たとえば、日本の
現行消費税制度を参照するならば、標準税率(10%)、軽減税率(8%)、ゼロ税率(輸
出等)、非課税取引(医療、教育等の特定取引)の四つのカテゴリが該当する。本論
文では、これらのカテゴリを総称して R1, R2, ..., Rn で表し、導入国が定義するも
のとする。

各税率カテゴリの内容(どの税率を適用するか、どの取引品目を含めるか)は、国庫
管理税率設定用ウォレットにおいて設定される。

3.9.2 状態値の税率カテゴリごとの独立管理

複数の税率カテゴリが併存する場合、各事業用ウォレットは、税率カテゴリごと
に独立した累積差額とバッファ残高を保持する。すなわち、税率カテゴリの数が 

n であれば、各事業用ウォレットは n 組の(累積差額、バッファ残高)状態値を持つ。

各状態値は、当該税率カテゴリに属する取引のみを参照して更新される。たとえ
ば、標準税率(R1)の取引と軽減税率(R2)の取引が両方とも行われている事業用ウォ
レットでは、R1 の累積差額と R2 の累積差額が別々に管理される。一つの税率カ
テゴリにおいて累積差額がマイナスでも、別の税率カテゴリでは累積差額がプラ
スである、という状態が生じうる。
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3.9.3 自動相殺と即時清算の税率カテゴリごとの独立実行

3.6 で定義した自動相殺、および3.7 で定義した即時清算機能は、税率カテゴリご
とに独立に適用される。すなわち、ある税率カテゴリの累積差額がマイナスの場
合、当該税率カテゴリに属する後続取引の税額が還付バッファへ逆流し、当該税
率カテゴリのバッファ残高として蓄積される。事業者が即時清算機能を利用する
場合、特定の税率カテゴリの状態値のみを対象とするか、全税率カテゴリを対象
とするかを選択できる。

税率カテゴリ間で累積差額が混じり合うことはない。これにより、軽減税率の品
目を多く扱う事業者と標準税率の品目を多く扱う事業者との間で、不均衡な還付
の発生や、税率カテゴリ間の意図しない補填が回避される。

3.9.4 混合品目を含む取引の処理

一つの取引が複数の税率カテゴリに属する品目を含む場合(たとえば、食料品と飲
料品を同一の取引で販売するケース)、取引記録は税率カテゴリごとに分解されて
記録される。すなわち、一つの請求書に対応する取引は、税率カテゴリごとに独
立した取引記録のセットとして分散台帳に書き込まれ、それぞれが独立した税率
カテゴリの状態値に反映される。

この分解は取引記録の生成時点で行われるため、事業者側のアプリケーション
は、請求書の各明細行がどの税率カテゴリに属するかを明示した上で取引を登録
する。現行 VAT 制度においても、適格請求書等保存方式では税率ごとの金額表示
が要求されるため、この要件は既存の事業実務と整合する。

3.9.5 ゼロ税率および非課税取引の扱い

ゼロ税率カテゴリに属する取引は、税額部分がゼロであるため、当該取引による
国庫清算口座への記録も、還付バッファへの逆流も発生しない。ただし、当該取
引は取引記録として分散台帳に保存され、監査対象となる。ゼロ税率取引を行っ
た売り手の累積差額は、当該取引によっては変化しない。

非課税取引カテゴリに属する取引は、課税の対象外であるため、税額部分の記録
は行われず、また当該取引に対応する仕入側の税額も、通常、控除対象とはなら
ない。制度の具体的な扱いは導入国の VAT 制度に従う。ただし、非課税売上と課
税売上を併営する事業者における共通仕入税額の按分控除については、現行 VAT 

制度と同様に、CDAT でも按分計算が必要となる。この場合、按分後に各税率カ
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テゴリまたは非課税カテゴリへ帰属した仕入税額のみが、それぞれの累積差額計
算に反映される。

3.10 取引記録の表現モデル

本論文では、以降の章における記述の一貫性を確保するため、取引記録の表現モ
デルを以下のように定める。

取引は、分散台帳上に新規の取引記録として書き込まれる。取引記録には、買い
手の識別子、売り手の識別子、支払総額、売価部分、税額部分、税率カテゴリ識
別子、取引時点の売り手の当該税率カテゴリの累積差額、取引後の売り手の当該
税率カテゴリの累積差額、還付バッファへの逆流額(該当する場合)、取引後の売
り手の当該税率カテゴリのバッファ残高、が含まれる。各事業用ウォレットのア
プリケーションは、分散台帳を参照することで、最新の残高、税率カテゴリごと
の累積差額、およびバッファ残高を表示する。

単一税率を前提とする章(第4章および第5章)では、税率カテゴリ識別子の記述は
省略する。これは、単一税率が唯一の税率カテゴリとして機能する特殊ケースと
解釈することで、論理的に整合する。

本論文で「売価部分が売り手のウォレットに計上される」「税額部分が国庫清算
口座に記録される」「還付バッファへ逆流する」「バッファ残高から引き出され
る」と記述する場合、これらは分散台帳上の記録処理と、各ウォレットアプリ
ケーションにおける表示処理の結果として、利用者が知覚する状態変化を指す。
「送金される」「入金される」といった表現は、簡潔さのために用いることがあ
るが、実体としては分散台帳への記録処理を意味する。

3.11 B2C 取引の処理

最終消費者が関与する B2C 取引においては、買い手は個人用ウォレットを用い
る。個人用ウォレットは累積差額調整の機構を備えず、支払総額のうち税額部分
は通常通り国庫清算口座に記録される。売り手側の処理は B2B 取引と同一であ
る。

個人用ウォレットは、事業用ウォレットの連鎖において終端ではなく、最終消費
者という経済主体を通じた経済循環の一地点として位置づけられる。本論文では
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個人用ウォレットの詳細な設計には立ち入らず、事業用ウォレットが B2C 取引に
参加する際の処理のみを記述する。

なお、個人用ウォレットは本論文において、最終消費者が B2C 取引に参加する際
の概念上の受け皿を示すものである。実装においては、消費者側に専用のウォ
レットアプリケーションを必須とする必要はない。レジ端末が取引時点で売価と
税額を分離して記録し、事業用ウォレットとの接続を通じて分散台帳に取引記録
を書き込む形式であれば、消費者側の決済手段は現金、クレジットカード、電子
マネー、QR コード決済など、既存のいずれの決済手段であっても成立しうる。個
人用ウォレットは累積差額調整の機構を備えないため、状態値管理の観点から
も、消費者側の専用ウォレットは CDAT の動作における必須要件ではない。この
柔軟性は、CDAT の導入に際して、消費者の決済習慣を変更する必要がないとい
う利点をもたらす。

3.12 実装の選択肢

CDAT の基本要件は、支払時点における瞬時の残高更新と整合性検証の実現にあ
る。この要件を満たすことができれば、実装の具体的な形態は導入国の事情に応
じて選択可能である。

標準仕様としては、分散台帳と管理用ウォレットの組み合わせを採用する。これ
は分散保管と高速処理を両立する。整合性の検証は国庫管理税率設定用ウォレッ
トが権限ノードとして保証する。

代替実装としては、中央管理型の単一サーバによる集中台帳方式、既存のブロッ
クチェーン基盤を活用する方式、あるいは既存の電子インボイス基盤およびリア
ルタイム報告基盤(ハンガリーの RTIR、スペインの SII、欧州の Peppol 等)と接続
する方式が考えられる。これらの実装形態は、基本要件である支払時点における
瞬時の残高更新と整合性検証を満たす限りにおいて、CDAT の制度設計と両立す
る。整合性の検証主体も、分散台帳における権限ノード、集中台帳における管理
者、既存基盤における検証機関のいずれであっても、機能的に同等であれば許容
される。

いずれの実装形態においても、事業用ウォレットの累積差額とバッファ残高とい
う状態値を(複数税率カテゴリの場合は税率カテゴリごとに)分散台帳上に保持
し、取引ごとにこれを更新するという中心的な動作は共通である。清算処理の瞬
時性は、この単純な状態管理によって構造的に保証される。
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実装の詳細は第6章で扱う。

3.13 本章のまとめ

本章では CDAT の基本設計を提示した。五種のウォレット構成のうち、本論文は
事業用ウォレットの累積差額調整機構を主題とする。事業用ウォレットは累積差
額とバッファ残高という二つの状態値を持つ。累積差額は未清算の純ポジション
を示し、バッファ残高は既に逆流されたが未払の額を示す。両者は同一ではな
く、即時清算時に両者を同時に処理しても二重計上にはならない。累積差額がマ
イナスとなった分が還付バッファへ逆流することで、バッファ残高が蓄積され
る。取引時には国庫清算口座直送方式により税額部分が直接国庫清算口座に記録
され、自動相殺または即時清算によって還付が実行される。即時清算機能は、累
積差額がマイナスの場合の還流と、バッファ残高がプラスの場合の引き出しを統
合的に扱い、逆流が未発生または不足している場合には政府または制度運営主体
による一時的な流動性供給によって対応する。廃業・清算時には行政窓口を通じ
た処理が用意される。調整参照期間は清算計算の参照枠ではなく、税率設計と監
査・検証の枠組みとして位置づけられる。複数の税率カテゴリが併存する場合、
各税率カテゴリごとに独立した累積差額とバッファ残高が管理される。実装は分
散台帳と管理用ウォレットの組み合わせを標準仕様とし、代替実装も許容され
る。

次章では、この基本設計の下で、CDAT の累積税収と税負担帰着が現行付加価値
税とどのような関係に立つかを検討する。

第4章 税収同等性の検証

4.1 本章の目的

本章では、CDAT が現行の付加価値税と同等の税収帰結を生むかどうかを、単純
化した閉鎖モデルの下で検証する。本章の検討は通常取引、すなわち仕入税額が
売上税額を上回らない事業者による取引のみを対象とする。設備投資、輸出、途
中退出等、仕入税額が売上税額を上回る状況や、事業者が制度から離脱する状況
については、次章で個別の取引フローとして扱う。
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本章の目的は、CDAT が現行 VAT と同等の税収を常に自動的に実現することを証
明することではない。むしろ、一定の仮定の下で両制度の累積税収および税負担
帰着が一致しうること、そしてその一致が成立するために何が仮定されているか
を明示することにある。

4.2 仮定の明示

本章における税収同等性の検討は、以下の仮定の下で行われる。

第一に、各事業者のバッファ残高は、本章で扱う取引系列の終了時点において、
当該事業者の経済的状態を正確に反映する。途中退出や廃業を含むケースは扱わ
ず、全事業者が取引系列を通して事業を継続する。

第二に、4.3 から4.6 までの検討では、税率は一定であり、全取引が単一の税率カ
テゴリに属すると仮定する。複数の税率カテゴリが併存する場合の税収同等性
は、4.7 で別途検討する。4.3 から4.6 では、累積差額調整税率を25%に固定し、現
行 VAT 側も同率で比較する。

第三に、最終消費者は個人用ウォレットを通じて最終販売者から購入し、それ以
後の転売は行わない。すなわち、最終消費の段階で取引連鎖は終了する。

第四に、現行 VAT 側は OECD 標準のクレジット・インボイス型を想定する。各事
業者は売上税額から仕入税額を控除した差額を納付し、この納付は取引系列の終
了時点で一括して行われたと仮定する。現実には期末申告のタイミングにより誤
差が生じるが、本章の累積税収の比較ではこれを無視する。

これらの仮定は、本章の検証を単純化することを意図したものであり、仮定が緩
められた場合の挙動は次章以降で個別に検討する。

4.3 三段階サプライチェーン・モデル

本章では、三段階の線形サプライチェーンを検討する。原材料を生産する事業者 

A、これを加工する事業者 B、そして最終消費者に販売する事業者 C から構成さ
れる。A は外部からの仕入を持たず、B と C はそれぞれ前段階の事業者から仕入
を行う。C は最終消費者 D に販売し、D は個人用ウォレットを用いて支払う。

取引額は以下のとおりとする。
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• 取引1: A が B に、売価 400、税額 100、支払総額 500 で販売
• 取引2: B が C に、売価 800、税額 200、支払総額 1000 で販売
• 取引3: C が D に、売価 1200、税額 300、支払総額 1500 で販売
税率はすべての取引において25%であり、各段階で新たに生じる付加価値は、A 

において400、B において400、C において400 である。したがって、最終消費額
1200 に対する税額は300 であり、これが政府が最終的に受け取るべき税収であ
る。

4.4 現行 VAT における税収フロー

現行のクレジット・インボイス型 VAT の下では、各事業者は売上税額を受領し、
仕入税額を控除した差額を納付する。各事業者の納税額は以下のとおり算出され
る。

• A: 売上税額100 − 仕入税額0 = 100 を納付
• B: 売上税額200 − 仕入税額100 = 100 を納付
• C: 売上税額300 − 仕入税額200 = 100 を納付
取引過程における税額の流れを表で示す。

取引系列終了後、各事業者が政府に納付した税額の合計は 100 + 100 + 100 = 300 

である。これは最終消費額1200 に対する税率25%分と一致する。また、D が支
払った支払総額のうち税額部分300 は、各事業者の納付の合計として政府に到達
し、理論的な中立性が成立する。

本章4.2 で述べたとおり、現行 VAT の下では各事業者は売上時点で税額を受領
し、期末申告を経て差額を納付する。すなわち、税額は取引時点から納付時点ま
での期間、事業者の下に一時的に保有される。本章ではこの期間における資金繰
りや流用リスクは扱わず、累積税収のみを比較する。

表4.1 現行 VAT における取引ごとの税額フロー

取引 売り手 買い手 売価 税額 支払総額
売り手が
受領する税額

売り手の
仕入税額控除

売り手の
納付額

1 A B 400 100 500 100 0 100

2 B C 800 200 1000 200 100 100

3 C D 1200 300 1500 300 200 100
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4.5 CDAT における税収フロー

CDAT の下では、買い手が支払う税額部分は売り手を経由せず、国庫清算口座直
送方式により直接に国庫清算口座へ記録される。売り手の累積差額がマイナスで
あった場合、当該取引の税額のうち累積差額のマイナスの絶対値に相当する部分
が還付バッファへ逆流し、売り手のバッファ残高として蓄積される。取引過程に
おける税額の流れを表で示す。

表の読み方を補足する。取引1 において、売り手 A の取引時点の累積差額は 0 で
あるから、還付バッファへの逆流は発生しない。買い手 B が支払う税額100 は全
額が国庫清算口座に記録される。A の取引後の累積差額は +100(A の受取税額累計
が100 増加した結果)となり、バッファ残高は 0 のままである。同時に、買い手 B 

の累積差額は −100 に更新される(B の支払税額累計が100 増加した結果)。

取引2 において、売り手 B の取引時点の累積差額は −100 である。買い手 C が支払
う税額200 は、まず全額が国庫清算口座に記録される。これと同時に、B の累積
差額のマイナスの絶対値100 が、還付バッファへ逆流する。B のバッファ残高は 

100 となる。ここで、累積差額の更新ロジックを正確に述べると、B の累積差額
は、取引における受取税額200 によって −100 + 200 = +100 となる。還付バッファ
への逆流額 100 は、バッファ残高への蓄積として別途処理される。

取引3 において、売り手 C の取引時点の累積差額は −200 である。買い手 D が支
払う税額300 は、まず全額が国庫清算口座に記録される。これと同時に、C の累
積差額のマイナスの絶対値200 が、還付バッファへ逆流する。C のバッファ残高
は 200 となる。C の累積差額は +100 となる。D は個人用ウォレットを用いている
ため、累積差額調整の対象とはならない。

表4.2 CDAT における取引ごとの税額フロー

取引 売り手 買い手 売価 税額
取引時点の
売り手の
累積差額

国庫清算
口座への
記録

還付バッ
ファへの
逆流額

取引後の
売り手の
累積差額

取引後の
売り手の
バッファ残高

1 A B 400 100 0 100 0 100 0

2 B C 800 200 -100 200 100 100 100

3 C D 1200 300 -200 300 200 100 200
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取引系列終了後、国庫清算口座に正味で残る金額の合計(国庫清算口座への記録か
ら還付バッファへの逆流を差し引いた値)は、取引1 で 100、取引2 で 100、取引3 

で 100、合計 300 である。これは現行 VAT における政府の合計税収と一致する。
各事業者のバッファ残高は、B が 100、C が 200、A が 0 であり、これらは事業者
が即時清算機能により引き出す権利を持つ額である。取引系列の終了時点で、各
事業者が即時清算機能を利用すると、バッファ残高の合計 300 が還付バッファか
ら各事業用ウォレットへ移動する。還付バッファは既に国庫清算口座への記録の
一部として引き当てられた分であるため、この引き出しによって国庫の正味税収
が減少するわけではない。政府の正味税収は、国庫清算口座への記録累計から還
付バッファへの逆流累計を差し引いた値として確定している。なお、本章でいう
「税収」は発生主義ベースの累積税収を指す。還付バッファからの引出し(即時清
算)により政府の現金流出が発生する場合でも、累積税収としては同等である。た
だし、設備投資直後や輸出直後など後続取引による逆流がまだ発生していない時
点での即時清算では、政府または制度運営主体による一時的な流動性供給が行わ
れる(現金主義ベースの短期国庫フロー)。この一時的供給は第3章3.7 で述べた即時
清算機能の設計意図であり、事業者のキャッシュフロー負担を軽減するための制
度上の措置である。

4.6 両制度の比較
表4.3 現行 VAT と CDAT の税収比較

指標 現行 VAT CDAT

取引1 による政府税収の増加 100(A の納付)
100(A の取引後、国庫清算口座の
正味増加)

取引2 による政府税収の増加 100(B の納付)
100(B の取引後、国庫清算口座の
正味増加)

取引3 による政府税収の増加 100(C の納付)
100(C の取引後、国庫清算口座の
正味増加)

合計税収 300 300

最終消費者の負担 300 300

事業者による税額の一時保有
各取引時点から期末申告までの
期間発生 発生しない

税額が国庫に到達する時点 期末申告時 取引時点

事業者による還付の仕組み 期末申告後の還付申請と審査
バッファ残高および累積差額の即
時清算(任意操作)

26



ここで留意すべきは、税収同等性の基準である。本章で検証した同等性は、発生
主義ベースの累積税収（最終的な政府収入の総額）についてのものである。現金
主義ベースの国庫フロー（実際の現金入出金のタイミング）については、CDATで
は即時清算機能により事業者への還流が前倒しされるため、短期的に政府の資金
立替が発生しうる。これは現行VATにおける輸出還付や設備投資還付と類似の性
質を持ち、CDATが事業者の資金繰りを改善する代償として政府がタイミングリス
クを負担する仕組みである。長期的に見れば両制度の累積税収は一致する。

現行 VAT の下では、各事業者は売上時点で税額を受領し、期末申告を経て差額を
納付する。すなわち、国庫への税額到達は取引時点から期末までの時間差を伴
う。CDAT の下では、税額は取引時点で直接に国庫清算口座に記録されるため、
国庫への到達は取引と同時である。一方、CDAT では累積差額のマイナス分に対
して還付バッファへの逆流が取引ごとに生じるため、国庫清算口座への正味の増
加は、現行 VAT における各事業者の納付額と同額となる。

両制度は、取引系列終了時点における累積税収および税負担帰着の点で同等の結
果を生む。差異は、税額が国庫に到達する時間経路、事業者が税額を一時保有す
るか否か、および還付が期末の申請処理として発生するか即時清算として発生す
るかにある。

4.7 複数税率カテゴリの併存下における税収同等性

4.3 から4.6 までの検証は、単一税率を前提とした。本節では、複数の税率カテゴ
リが併存する場合の税収同等性を検討する。

第3章3.9 で定義したとおり、複数税率カテゴリの併存下では、各事業用ウォレッ
トは税率カテゴリごとに独立した累積差額とバッファ残高を保持する。自動相殺
と即時清算も税率カテゴリごとに独立に実行される。

この独立管理により、各税率カテゴリの累積税収は、当該税率カテゴリに属する
取引のみを対象とする閉鎖モデルとして独立に計算できる。各税率カテゴリにお
いて、4.3 から4.6 までの検証と同一の論理が独立に成立する。すなわち、税率カ
テゴリ k における累積税収は、当該カテゴリに属する最終消費額に対する税率 rk 
を掛けた値に等しい。
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全税率カテゴリにおける累積税収の総和は、各カテゴリの累積税収の単純加算と
して得られる。これは、各税率カテゴリが互いに独立に運用されているため、税
収計算も単純加算として成立することの直接的な帰結である。

たとえば、標準税率(r1 = 10%)と軽減税率(r2 = 8%)の二つのカテゴリが併存する場
合、最終消費額の標準税率対象部分を M1、軽減税率対象部分を M2 とすれば、政
府の累積税収は M1 × r1 + M2 × r2 となる。これは現行 VAT における各税率カテゴ
リごとの累積税収の合計と一致する。

したがって、複数税率カテゴリの併存下においても、CDAT は現行 VAT と同等の
累積税収を生む。税率カテゴリごとの独立管理は、この同等性を保ちつつ、各カ
テゴリの運用を他のカテゴリから独立させるという設計選択である。

4.8 仮定を緩めた場合の予見

本章の検証は、いくつかの仮定の下で成立したものである。各仮定を緩めた場合
に生じる論点を、次章以降の検討のために簡潔に示す。

第一に、途中退出や廃業が発生した場合、累積差額とバッファ残高が即時清算ま
たは行政窓口を通じた清算により処理される。この場合の税収同等性の成立につ
いては次章で扱う。

第二に、輸出や設備投資のように、仕入税額が売上税額を持続的に上回る事業者
が存在する場合、累積差額は持続的にマイナスとなり、自動相殺が機能しづらい
状況が生じる。この場合、即時清算機能の利用が常態化する。この論点も次章の
対象である。

第三に、B2C 取引において、個人用ウォレットを経由した取引が累積差額調整の
対象とならない場合、最終消費の段階での税負担帰着が現行 VAT と同様となるこ
とを、次章で改めて確認する。

第四に、調整参照期間を越える長期取引では、累積差額とバッファ残高の算出は
調整参照期間の制約を受けないが、取引記録のアーカイブ扱いの境界として影響
が生じる可能性がある。この論点も次章で扱う。

第五に、不正取引や詐欺的行為が介在する場合、CDAT の国庫清算口座直送方式
は未納リスクを原理的に低減するが、虚偽の取引記録による不正還流のリスクは
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依然として残る。この論点は、第6章の技術的実装および第7章の移行経路の検討
において扱う。

本章の結論は、したがって、CDAT が通常取引の範囲において現行 VAT と同等の
累積税収を生むことを、単一税率および複数税率カテゴリの両方の条件下で、明
示された仮定の下で示したことにある。CDAT の制度仮説としての妥当性は、こ
れらの仮定が緩められた場合における挙動を、次章以降で逐一検討することに
よって検証される。

第5章 取引フローの具体例

5.1 本章の目的

前章では、単純化した閉鎖モデルの下で、CDAT が現行付加価値税と同等の累積
税収を生むことを示した。本章では、前章で仮定として除外した状況、すなわち
設備投資、輸出、途中退出、調整参照期間を越える長期取引、および B2C 取引を、
具体的な取引フローとして個別に検討する。各ケースにおいて、最終的な税収が
現行 VAT と同等に収束するか、そして途中段階で事業用ウォレットの累積差額と
バッファ残高がどのように推移するかを、取引ごとの表によって示す。

本章の記述は、第3章で定めた取引記録の表現モデルと、第4章で示した三段階サ
プライチェーンの基本形を拡張する形で構成される。累積差額調整税率は引き続
き25%を用いる。本章のすべてのケースは、簡潔さのために単一の税率カテゴリ
を前提とする。複数の税率カテゴリが併存する場合の挙動は、第3章3.9 および第4

章4.7 で論じた一般原理(税率カテゴリごとに独立に同一の論理が成立する)に従
い、本章の各ケースを税率カテゴリごとに独立に適用することで得られる。

5.2 設備投資を伴うケース

5.2.1 状況設定

通常営業中の事業者 E が、設備業者 F から設備を取引価格1000(税額込みで1250)

で購入し、その後、自社製品を顧客 G に複数回販売する場合を検討する。E の累
積差額は取引1 の開始時点でゼロであり、バッファ残高もゼロである。
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5.2.2 取引フロー

表において、買い手 G のバッファ残高は 0 と記載しているが、これは G が売り手
側として取引に登場していないためである。G が別の取引で売り手側として登場
すれば、その時点の累積差額に応じて還付バッファへの逆流が発生し、バッファ
残高が蓄積される。本ケースでは G の売り手側の取引は扱わない。

5.2.3 解説

取引1 において、E は F から設備を購入する。買い手 E の累積差額は 0 であるか
ら、還付バッファへの逆流は発生しない(逆流は売り手側のマイナスの累積差額に
対して発生する)。E が支払う税額250 は全額が国庫清算口座に記録される。取引
後、E の累積差額は −250 となり、F の累積差額は +250 となる。E のバッファ残
高は 0 のままである。

取引2 において、E は G に販売する。売り手 E の取引時点の累積差額は −250 であ
る。買い手 G が支払う税額100 は国庫清算口座に記録される。これと同時に、E 

の累積差額のマイナスの絶対値250 と当該取引の税額100 のうち、小さい方の100 

が還付バッファへ逆流する。E のバッファ残高は 100 となる。E の累積差額は、
受取税額累計の増加100 を反映して、−250 + 100 = −150 となる。

取引3 において、売り手 E の累積差額は −150 である。同様の処理により、E の累
積差額の絶対値150 と税額100 のうち、小さい方の100 が還付バッファへ逆流す
る。E のバッファ残高は 200 となる。E の累積差額は −50 となる。

表5.1 設備投資を伴うケースの取引フロー

取引 売り手 買い手 売価 税額
取引時点の
累積差額

(売り手/買い手)

国庫清算
口座への
記録

還付バッ
ファへの
逆流額

取引後の
累積差額

(売り手/買い手)

取引後の
バッファ残高

(売り手/買い手)

1 F E 1000 250 F: 0 / E: 0 250 0 F: +250 / E: −250 F: 0 / E: 0

2 E G 400 100 E: −250 / G: 0 100 100 E: −150 / G: −100 E: 100 / G: 0

3 E G 400 100 E: −150 / G: −100 100 100 E: −50 / G: −200 E: 200 / G: 0

4 E G 400 100 E: −50 / G: −200 100 50 E: +50 / G: −300 E: 250 / G: 0

5 E G 400 100 E: +50 / G: −300 100 0 E: +150 / G: −400 E: 250 / G: 0

30



取引4 において、売り手 E の累積差額は −50 である。E の累積差額の絶対値50 と
税額100 のうち、小さい方の50 が還付バッファへ逆流する。E のバッファ残高は 

250 となる。E の累積差額は +50 となる。

取引5 において、売り手 E の累積差額は +50 である。累積差額がプラスであるた
め、還付バッファへの逆流は発生しない。当該取引の税額100 は全額が国庫清算
口座に記録される。E の累積差額は +150 となる。E のバッファ残高は 250 のまま
である。

5.2.4 税収同等性の確認

取引5 終了時点で、E のバッファ残高は 250 である。E は即時清算機能を利用し
て、この額を事業用ウォレットへ引き出すことができる。引き出し後、E のバッ
ファ残高は 0 となる。

政府の正味税収を確認する。取引1 から取引5 までの国庫清算口座への正味増加
(国庫清算口座への記録から還付バッファへの逆流を差し引いた値)は、取引1 で 

250、取引2 で 0、取引3 で 0、取引4 で 50、取引5 で 100、合計 400 である。E が
取引5 終了後にバッファ残高250 を引き出すと、還付バッファから E へ250 が移動
する。ただし、還付バッファは既に国庫清算口座への記録の一部として引き当て
られた分であるため、この引き出しによって国庫の正味税収が減少するわけでは
ない。政府の正味税収は、国庫清算口座への記録累計から還付バッファへの逆流
累計を差し引いた値として確定しており、本ケースでは 400 となる。

現行 VAT の下では、F は取引1 における売上税額250 を納付し、E は取引2 から取
引5 までの売上税額合計400 から仕入税額250 を控除した150 を納付する。政府の
合計税収は 250 + 150 = 400 である。両制度の税収は同等である。

5.2.5 キャッシュフローへの影響

現行 VAT の下では、E は取引1 の時点で仕入税額250 を実際に支払い、期末申告
まで還付を受けられない。これが設備投資時のキャッシュフローを圧迫する主因
となる。

CDAT の下では、E が即時の現金化を望む場合には、取引1 の直後にでも即時清算
機能を利用できる。取引1 直後の E のバッファ残高は 0 であるが、累積差額が 
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−250 であるため、即時清算により還付バッファから 250 が E の事業用ウォレット
へ移動する。これは現行 VAT における期末一括還付より早い時点での回収であ
り、設備投資時のキャッシュフロー負担を大きく軽減する。

E が即時清算機能を利用しない場合でも、取引2 から取引4 にかけて、E が販売を
行うたびに還付バッファへの逆流が発生し、E のバッファ残高が蓄積していく。
いずれの経路を取っても、現行 VAT の期末一括還付に比べて、事業者側の資金繰
りへの影響は緩和される。ただし、取引1 直後の即時清算では逆流がまだ発生し
ていないため、政府または制度運営主体による一時的な流動性供給が行われる(第
4章4.6 参照)。なお、累積差額のマイナス分とバッファ残高のプラス分を同時に清
算する場合も、二重計上にはならない(第3章3.3 参照)。

5.3 輸出を伴うケース

5.3.1 状況設定

国内事業者 H が、国内で原材料を仕入事業者 I から購入し、これを加工して輸出
するケースを検討する。本章では第3章3.2 のとおり、貿易用ウォレットの内部処
理は扱わず、事業用ウォレット H から見た輸出取引の記録のみを示す。輸出取引
における売り手側の税率は、多くの現行 VAT 制度ではゼロ税率が適用される。
CDAT においても、貿易用ウォレットとの接続点ではゼロ税率が適用され、H の
売上に対する受取税額累計の増加は発生しないものとする。

5.3.2 取引フロー

表5.2 輸出を伴うケースの取引フロー

取引 売り手 買い手 売価 税額
取引時点の
売り手の
累積差額

国庫清算
口座への
記録

還付バッ
ファへの
逆流額

取引後の
累積差額

(売り手/買い手)

取引後の
バッファ残高

(売り手/買い手)

1 I H 800 200 I: 0 / H: 0 200 0 I: +200 / H: −200 I: 0 / H: 0

2 H
貿易用
ウォレ
ット

1200 0 H: −200 0 0 H: −200 H: 0

3
(即時清算) H — — — H: −200 0 200 H: 0 H: 0
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5.3.3 解説

取引1 において、H は国内事業者 I から原材料を購入する。買い手 H の累積差額
は 0 であり、還付バッファへの逆流は発生しない。H が支払う税額200 は全額が
国庫清算口座に記録される。取引後の H の累積差額は −200 となり、I の累積差額
は +200 となる。H のバッファ残高は 0 のままである。

取引2 において、H は加工品を貿易用ウォレットに販売する。ゼロ税率が適用さ
れるため、この取引における税額は 0 であり、国庫清算口座への記録も還付バッ
ファへの逆流も発生しない。H の累積差額は −200 のまま推移し、バッファ残高
は 0 のままである。

取引3 は即時清算の操作である。第3章3.7 のとおり、即時清算機能は累積差額が
マイナスの場合の還流とバッファ残高がプラスの場合の引き出しを統合的に扱
う。H の累積差額は −200 であるため、絶対値200 が還付バッファから H の事業用
ウォレットへ移動し、H の累積差額は 0 となる。H のバッファ残高は取引2 終了
時点で既に 0 であるため、バッファ残高の引き出しは発生しない。

本ケースは、バッファ残高が蓄積されない状況で即時清算機能が累積差額のマイ
ナス分に対して作動する典型例である。H は、輸出取引のみを行う場合、販売取
引による自動相殺が発生しないため、能動的な即時清算によって取引1 で支払っ
た税額を取り戻す。

5.3.4 税収同等性の確認

現行 VAT の下では、I は取引1 における売上税額200 を納付し、H は輸出取引にお
ける売上税額 0 から仕入税額200 を控除した結果として、−200 の還付を受ける。
政府の正味税収は 200 − 200 = 0 である。

CDAT の下では、取引1 において国庫清算口座に200 が記録される。取引3 の即時
清算において、還付バッファから H に200 が移動する。したがって、国庫清算口
座の正味の増加は 200 − 200 = 0 となる。両制度における政府の正味税収は同等で
ある。

輸出の場合、税収は国内最終消費がないため 0 に収束する。これは仕向地原則の
帰結であり、CDAT の下でも同一の結果となる。
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5.3.5 運用上の差異

現行 VAT の下では、H は取引1 の時点で仕入税額200 を実際に支払い、期末申告
を経て還付を受ける。還付までの期間、H は運転資金の圧迫を受ける。CDAT の
下では、H は即時清算機能を通じて取引2 の直後に還付を受けられるため、運転
資金への影響は大幅に軽減される。この即時清算時には、政府または制度運営主
体による一時的な流動性供給が行われうる(第4章4.6 参照)。なお、累積差額のマイ
ナス分とバッファ残高のプラス分を同時に清算する場合も、二重計上にはならな
い(第3章3.3 参照)。

5.4 途中退出を伴うケース

5.4.1 状況設定

事業者 J が、仕入を行った後、売上を行う前に廃業するケースを検討する。J は取
引1 において仕入事業者 K から原材料を購入し、取引後の累積差額は −100 とな
る。J はその後、売上を行わずに廃業する。

5.4.2 廃業前の即時清算

廃業の決定後、ウォレットが無効化される前に、J は即時清算機能を利用して累積
差額を清算する。J の累積差額 −100 に対応する絶対値100 が、還付バッファから 

J の事業用ウォレットへ移動する。結果として、J の累積差額は 0、バッファ残高
は 0 となる。清算後、J のウォレットは無効化される。

表5.3 途中退出を伴うケース(廃業前の即時清算)の取引フロー

取引 売り手 買い手 売価 税額
取引時点の
売り手の
累積差額

国庫清算
口座への
記録

還付バッ
ファへの
逆流額

取引後の
累積差額

(売り手/買い手)

取引後の
バッファ残高

(売り手/買い手)

1 K J 400 100 K: 0 / J: 0 100 0 K: +100 / J: −100 K: 0 / J: 0

2
(即時清算) J — — — J: −100 0 100 J: 0 J: 0
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5.4.3 即時清算を利用せずに無効化された場合

何らかの事情により、J が即時清算機能を利用する前にウォレットが無効化され
た場合、事業者本人、清算人、または相続人が行政窓口を通じて申請を行う。分
散台帳に保存された J の累積差額に基づき、絶対値分が還付バッファから当該清
算人等の指定する口座または代替ウォレットへ移動する。

5.4.4 税収同等性の確認

現行 VAT の下では、K は取引1 における売上税額100 を納付し、J は仕入税額100 

の還付を廃業時の清算処理において受ける。政府の正味税収は 100 − 100 = 0 であ
る。

CDAT の下では、取引1 において国庫清算口座に100 が記録され、即時清算または
行政窓口を通じた清算により、還付バッファから100 が J 側に移動する。正味の
税収は 100 − 100 = 0 である。両制度の税収は同等である。

5.5 調整参照期間を越える長期取引のケース

5.5.1 状況設定

事業者 L が、大型設備を購入した後、長期にわたって販売を行う場合を検討す
る。設備購入時点から販売完了までの期間が、国庫管理税率設定用ウォレットで
定められた調整参照期間を超えるケースである。調整参照期間を仮に3年とし、L 

は取引1 の4年後に販売を行うものとする。

5.5.2 取引フロー

表5.4 調整参照期間を越える長期取引のケースの取引フロー

取引 売り手 買い手 売価 税額
取引時点の
売り手の
累積差額

国庫清算
口座への
記録

還付バッ
ファへの
逆流額

取引後の
累積差額

(売り手/買い手)

取引後の
バッファ残高

(売り手/買い手)
1

(0年目) M L 2000 500 M: 0 / L: 0 500 0 M: +500 / L: −500 M: 0 / L: 0

2
(4年目) L N 800 200 L: −500 200 200 L: −300 / N: −200 L: 200 / N: 0
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5.5.3 解説

取引1 は 0 年目に行われる。L は M から設備を購入する。L の累積差額は −500 となる。
この時点で L が即時清算機能を利用しない場合、L の累積差額 −500 は分散台帳上に保持
されたまま、時間が経過する。 
取引2 は 4 年目に行われる。L は N に販売する。第3章3.4 のとおり、調整参照期
間は累積差額とバッファ残高の算出や自動相殺・即時清算の動作には直接関与し
ない。したがって、取引1 から4年が経過していても、L の累積差額 −500 は引き続
き有効な状態値として参照される。

取引2 において、売り手 L の累積差額は −500 である。買い手 N が支払う税額200 

は国庫清算口座に記録される。これと同時に、L の累積差額の絶対値500 と当該取
引の税額200 のうち、小さい方の200 が還付バッファへ逆流する。L のバッファ残
高は 200 となる。L の累積差額は、受取税額累計の増加200 を反映して −500 + 

200 = −300 となる。

L は即時清算機能により、バッファ残高200 と累積差額のマイナス300 を同時に清
算することができる。即時清算の結果、還付バッファから L へ500 が移動し、L 

の累積差額は 0、バッファ残高は 0 となる。L が即時清算を選ばずに将来の販売取
引による自動相殺に委ねる場合、L が今後、累積差額をゼロまで戻すためには、
売上税額が累計300 になるまで販売を続ける必要がある。

5.5.4 調整参照期間との関係

このケースは、調整参照期間の役割を明確化する。第3章3.4 で述べたとおり、調
整参照期間は税率の設計と監査・検証の枠組みであり、清算計算の参照窓ではな
い。したがって、取引1 から4年が経過しても、L の累積差額 −500 は引き続き自動
相殺および即時清算の対象となる。L の還流請求権は、調整参照期間の経過に
よって時効的に消滅することはない。

ただし、分散台帳上の取引記録そのものは、調整参照期間を超えるとアーカイブ
扱いとなり、監査・検証の参照対象として「ホット」ではなくなる。これは実装
上の効率のための扱いであり、累積差額とバッファ残高の算出や清算処理の機能
には影響しない。
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5.5.5 プラスの累積差額と調整参照期間の関係

調整参照期間を越えて残る累積差額には、マイナスの場合とプラスの場合があ
る。マイナスの累積差額は、事業者が能動的に即時清算機能を利用することで、
あるいは後続取引による自動相殺によって解消される。これに対し、プラスの累
積差額は、調整参照期間が経過しても事業者にも政府にも不利益を生じさせな
い。

プラスの累積差額は、受取税額累計が支払税額累計を上回る状態を示すが、
CDAT においては受取税額部分は既に国庫清算口座に記録されており、事業者が
これを保有しているわけではない。したがって、プラスの累積差額について調整
参照期間が経過することは、単に過去の活動記録が将来の計算から除外されるだ
けであり、事業者の将来の取引に対する権利や義務を変更するものではない。

この非対称性は、CDAT の設計における論理的帰結である。マイナスの累積差額
は、過去に事業者が支払った税額のうち、当該事業者の付加価値に対応しない部
分を示し、これが還流対象となる。プラスの累積差額は、過去に買い手が支払っ
た税額が国庫に既に到達していることを示し、これは還流対象とはならない。し
たがって、調整参照期間の設計における配慮は、主としてマイナスの累積差額の
解消可能性に向けられるべきであり、プラスの累積差額については特別な制度的
対応を必要としない。

5.5.6 税収同等性の確認

L が取引2 の時点で即時清算機能を利用した場合、取引1 の仕入税額500 は完全に
還流される（還付バッファから200、一時的流動性供給を通じて300）。国庫清算
口座への記録累計は700（取引1 の500 と取引2 の200）であり、還付バッファへの
逆流累計は200、清算のための一時的流動性供給は300である。したがって、政府
の正味税収は 700 − 200 − 300 = 200 となる。

現行 VAT の下では、M は取引1 における売上税額500 を納付し、L は取引1 の仕入
税額500 から取引2 の売上税額200 を差し引いた300 の還付を受ける。したがっ
て、政府の正味税収は 500 − 300 = 200 である（ただし、還付が取引2 時点で完結
する場合）。

両制度の税収同等性は、即時清算または自動相殺の完了を通じて、この値におい
て成立する。
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5.6 B2C 取引を含むケース

5.6.1 状況設定

最終消費者 O が個人用ウォレットを用いて、事業者 P から商品を購入するケース
を検討する。P は事業用ウォレットを有し、累積差額調整の機構を備える。O は
個人用ウォレットを用いるため、累積差額調整の対象とはならない。本ケースで
は、P の仕入は別の事業者 Q から行われ、P は Q から仕入れた商品を O に販売す
る。

5.6.2 取引フロー

5.6.3 解説

取引1 において、P は Q から商品を仕入れる。買い手 P の累積差額は 0 であり、
還付バッファへの逆流は発生しない。P が支払う税額200 は国庫清算口座に記録さ
れる。取引後の P の累積差額は −200、Q の累積差額は +200、P のバッファ残高
は 0 となる。

取引2 において、P は O に販売する。売り手 P の累積差額は −200 である。買い手 

O が支払う税額300 は全額が国庫清算口座に記録される。これと同時に、P の累積
差額の絶対値200 と当該取引の税額300 のうち、小さい方の200 が還付バッファへ
逆流する。P のバッファ残高は 200 となる。P の累積差額は、受取税額累計の増加
300 を反映して、−200 + 300 = +100 となる。O は個人用ウォレットを用いるた
め、O の支払税額累計は累積差額調整の対象とはならず、O 側のバッファ残高も
存在しない。

表5.5 B2C 取引を含むケースの取引フロー

取引 売り手 買い手 売価 税額
取引時点の
売り手の
累積差額

国庫清算
口座への
記録

還付バッ
ファへの
逆流額

取引後の
累積差額

(売り手/買い手)

取引後の
バッファ残高

(売り手/買い手)

1 Q P 800 200 Q: 0 / P: 0 200 0 Q: +200 / P: −200 Q: 0 / P: 0

2 P O 1200 300 P: −200 / O: — 300 200 P: +100 / O: — P: 200 / O: —

38



5.6.4 最終消費者における終端と循環

個人用ウォレットは、事業用ウォレットの連鎖における終端ではなく、経済循環
の一地点として位置づけられる。O が支払った税額300 のうち、200 は取引1 にお
ける国庫清算口座への正味増加として、100 は取引2 における国庫清算口座への正
味増加(300 − 200 = 100)として、政府に到達する。

個人用ウォレットは、O が事業者として活動しない限り、累積差額の増減を伴わ
ない。O が後に別の取引(たとえば中古品の売却)を行う場合、その取引が事業用
ウォレットを通じて行われるか個人用ウォレットを通じて行われるかによって、
制度上の扱いが分かれる。本論文では個人用ウォレットの内部処理は主題ではな
いため、ここでは O の税額負担が最終消費の時点で完結するケースのみを扱う。

5.6.5 税収同等性の確認

現行 VAT の下では、Q は取引1 における売上税額200 を納付し、P は取引2 におけ
る売上税額300 から仕入税額200 を控除した100 を納付する。政府の合計税収は 

200 + 100 = 300 であり、最終消費額1200 に対する税率25%分と一致する。

CDAT の下では、取引1 における国庫清算口座の正味の増加は200、取引2 におけ
る正味の増加は100 であり、合計300 となる。両制度の税収は同等である。

5.7 本章のまとめ

本章では、第4章で除外されていた取引状況を五つのケースに分けて検討した。設
備投資、輸出、途中退出、調整参照期間を越える長期取引、および B2C 取引のい
ずれにおいても、CDAT は現行付加価値税と同等の累積税収を生む。特に、調整
参照期間を越える長期取引においても、累積差額とバッファ残高は調整参照期間
の制約を受けずに維持されるため、事業者の還流請求権は時効的に消滅すること
がない。

各ケースにおける途中段階での累積差額とバッファ残高の推移は、CDAT が現行 

VAT と異なる運用上の特性を持つことを示している。事業者のマイナスの累積差
額は、自動相殺によって後続取引の中で順次バッファ残高へ逆流するか、即時清
算機能によって能動的に清算される。即時清算機能は、累積差額がマイナスの場
合の還流と、バッファ残高がプラスの場合の引き出しを統合的に扱うため、販売
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取引のない設備投資直後や輸出直後の事業者でも能動的に資金を回収できる。い
ずれの場合も、現行 VAT の期末申告と還付申請のプロセスに比べ、事業者の
キャッシュフロー負担と事務負担は軽減される。

次章では、これらの取引フローを技術的に実装するための要件と選択肢を扱う。

第6章 技術的実装

6.1 本章の目的

本章では、前章までで提示した CDAT の制度設計を実装するための技術的要件と
選択肢を論じる。論述は抽象層から具体層への順で進める。まず CDAT の動作に
必要な技術的要件を定義し、続いて各実装形態が各要件をどのように満たすかを
検討する。最後に、CDAT が標準仕様として備えるべきセキュリティ要件と、導
入国のデジタル通貨インフラに応じた拡張可能性の範囲を整理する。

本章は、CDAT 固有の技術的要件に焦点を絞り、分散台帳一般の技術的論点(コン
センサスアルゴリズムの選択、データ構造の設計等)には深入りしない。これらは
各導入国における実装選択の問題として、本論文の範囲外とする。

6.2 技術的要件

CDAT の動作に必要な技術的要件を、以下の五つに整理する。

6.2.1 瞬時の状態更新

第一の要件は、支払時点における瞬時の状態更新である。取引が発生した瞬間
に、買い手と売り手の累積差額、バッファ残高、そして国庫清算口座と還付バッ
ファの状態値が、すべて一貫して更新される必要がある。この更新は、事業用
ウォレットのアプリケーションが取引完了の応答を受け取るまでの時間内に完了
しなければならない。

この要件は、前章までで示した制度設計の中心的な性質に由来する。CDAT は、
期末申告や定例処理に依存せず、取引と同時に税額処理を完結させることを基本
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設計とする。したがって、取引の応答遅延が制度の運用上の許容範囲を超える
と、制度全体の前提が崩れる。

6.2.2 整合性検証

第二の要件は、状態値の整合性検証である。各事業用ウォレットの累積差額と
バッファ残高、国庫清算口座の記録、還付バッファの残高は、全体として整合し
ている必要がある。具体的には、全事業用ウォレットの累積差額の合計は、国庫
清算口座への記録累計から還付バッファへの逆流累計を差し引いた値と一致しな
ければならない。

この整合性は、取引ごとに検証される必要がある。整合性の検証が事後的なバッ
チ処理に依存すると、取引時点での不正操作を検出できない可能性が生じる。し
たがって、整合性検証は取引処理の一部として組み込まれる。

6.2.3 状態値の永続性

第三の要件は、状態値の永続性である。事業用ウォレットの累積差額とバッファ
残高は、取引時点の更新後も、次の取引時まで、あるいは即時清算操作時まで、
失われずに保持される必要がある。また、分散台帳上の取引記録は、監査・検証
の参照対象として、少なくとも調整参照期間にわたって保存される必要がある。

永続性は、単にデータが失われないことだけでなく、複数のノードや複数のシス
テム間で同一の状態値が参照可能であることを含む。これは、事業者が自分の
バッファ残高を異なるアプリケーションや異なる端末から参照できることを意味
する。

6.2.4 アクセス制御

第四の要件は、アクセス制御である。各事業用ウォレットに対する操作(即時清算
機能の利用、ウォレット内容の参照等)は、当該ウォレットの保有者、あるいは保
有者が権限を委任した主体にのみ許される。国庫清算口座への記録や還付バッ
ファからの逆流は、取引処理の一部として自動的に行われるものであり、個別の
承認を要しない。ただし、国庫管理税率設定用ウォレットによる税率設定などの
制度運営操作は、権限ノードとしての特別な認証を伴う。

6.2.5 耐障害性
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第五の要件は、耐障害性である。個別のノード、個別の端末、個別の通信経路の
障害が発生した場合でも、CDAT の動作全体が停止することなく、取引処理を継
続できる必要がある。これは、分散台帳方式では複数ノードによる冗長化とし
て、中央管理型方式では複製データベースやフェイルオーバー機構として実装され
る。

6.3 実装形態の比較

前節で定義した要件を、各実装形態がどのように満たすかを検討する。

6.3.1 分散台帳方式(標準仕様)

CDAT の標準仕様は、許可型の分散台帳と管理用ウォレットの組み合わせであ
る。ここで許可型とは、参加ノードが政府の権限ノード、監査機関、および導入
国が認定する主体に限定される方式を指す。CDAT は税制の執行主体として国家
の徴税権と直結するため、権限ノードの認証された参加が不可欠であり、誰でも
ノードになれる非許可型の設計は CDAT に適さない。

CDAT における分散台帳は、取引ごとに即時の状態値更新が行われる設計であ
る。各ノードは、事業用ウォレットの累積差額とバッファ残高を状態値として保
持し、取引が発生するたびにこれを更新する。取引の確定は、権限ノード間の合
意形成プロトコルによって、取引単位で実行される。国庫管理税率設定用ウォ
レットが権限ノードとして、整合性検証を行う。

瞬時の状態更新は、ノード間の合意形成が取引単位で行われるため、取引処理は
数百ミリ秒以内に完結しうる。これは CDAT の取引処理に十分な水準である。

整合性検証は、各ノードが保持する状態値の一致によって、構造的に保証され
る。各ノードが独立に検証を行うため、単一ノードの改ざんは他ノードとの不一
致として即座に検出される。

永続性は、複数ノードによる分散保管特性によって構造的に保証される。複数
ノードに同一のデータが保持されるため、一部ノードの喪失によってデータが完
全に失われることはない。

アクセス制御は、分散台帳に記録された公開鍵ベースの認証によって実現され
る。各事業用ウォレットは、保有者の秘密鍵によってのみ操作可能である。
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耐障害性は、分散保管の冗長性によって達成される。一定数以下のノード障害で
あれば、残存ノードのみで取引処理を継続できる。

6.3.2 中央管理型単一サーバ方式

中央管理型単一サーバ方式では、政府または指定機関が運営する集中台帳が、全
ての状態値と取引記録を保持する。事業用ウォレットは、このサーバに対して取
引を登録し、状態値の更新を要求する。

この方式は、瞬時の状態更新において、分散台帳方式より応答速度を確保しやす
い。単一のデータベースへの書き込みのみで処理が完結するため、分散ノード間
の合意形成を待つ必要がない。

整合性検証は、中央サーバの内部処理として実行される。外部からの独立検証は
限定的であるが、監査機関による定期的な検証や、複製データベースとの突合な
どによって補完できる。

永続性とアクセス制御は、データベース管理の一般的な技術(バックアップ、復旧
機構、認証基盤)によって実現される。

耐障害性は、複製データベースとフェイルオーバー機構によって達成される。分散
台帳方式に比べて、複数拠点への同期が集中管理されるため、管理コストは比較
的小さい一方、中央サーバの完全停止に対する耐性は構造的に劣る。

この方式は、小規模な導入国や、既存の中央集権的な税務システムを維持したい
国にとって、実装の複雑さが小さい選択肢となる。

6.3.3 既存電子インボイス基盤との接続方式

既存電子インボイス基盤との接続方式では、導入国が既に運用している電子イン
ボイス・リアルタイム報告基盤(ハンガリーの RTIR、スペインの SII、欧州の 

Peppol 等)に、CDAT の状態管理層を追加する形で実装する。取引記録は既存基盤
を経由して報告され、CDAT の状態値は基盤から派生したデータとして管理され
る。

この方式の利点は、既存インフラを活用することで、ゼロからのシステム構築を
避けられる点にある。特に、ViDA の段階的展開が進む EU 加盟国や、既に独自の
電子インボイス基盤を持つ国において、移行コストを抑えられる(European 

Commission, 2025)。ただし、既存基盤が本来、報告目的で設計されている場合、
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CDAT が要求する瞬時の状態更新に完全に対応するためには、基盤の拡張が必要
となる可能性がある。特に、OpenPeppol の Peppol BIS Billing では請求書本体への
任意フィールドの追加に制約があるため、別メッセージ層や補助台帳を介した実
装となる。

整合性検証は、既存基盤の検証機関と、CDAT の状態管理層の両方で行われる。
多層的な検証となるため、単一の実装形態よりも複雑になるが、独立した二層で
の検証は監査の信頼性を高める利点も持つ。

6.3.4 ブロックチェーン型実装(代替可能、現段階では非推奨)

CDAT の標準仕様は 6.3.1 のとおり許可型の分散台帳であるが、ブロックチェーン
型の実装を代替として採用することも技術的には可能である。ブロックチェーン
型では、取引をブロック単位にまとめ、ブロックごとに承認を行う構造が採られ
る。

ただし、ブロックチェーン型の実装には、現段階では以下のリスクがある。

第一に、ノード管理の負担である。非許可型のパブリックブロックチェーンを前
提とする場合、ノードの参加と撤退が自由となるため、税制の執行主体としての
権限ノードの管理が複雑になる。許可型のブロックチェーンを採用すれば、この
問題は軽減されるが、後述する他の問題は残る。

第二に、チェーンのフォークのリスクである。ブロックチェーン型の合意形成
は、複数のノードが同時に異なるブロックを提案した場合、一時的にチェーンが
分岐する可能性を伴う。分岐はやがて解消されるが、その過程で確定したはずの
取引が取り消される可能性が生じる。税制の執行において、この不確定性は制度
の信頼性を損なう。

第三に、処理速度の低下である。ブロック単位での承認は、取引単位の合意形成
に比べて応答時間が長くなる。CDAT が要求する瞬時の状態更新に対して、ブ
ロックチェーン型は構造的に不利である。

第四に、ブロック生成に伴う計算コストや通信コストの増大である。取引量が増
えると、ブロックサイズや生成頻度の調整が必要となり、運用コストが制度全体
のスケーラビリティに影響する。

これらの理由により、ブロックチェーン型の実装は CDAT の代替として技術的に
は可能であるが、現段階では推奨されない。将来、ブロックチェーン技術のさら
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なる進展により上記のリスクが解消された場合には、代替選択肢として再評価さ
れうる。

6.3.5 実装形態の比較整理

6.4 CDAT が標準で備えるべきセキュリティ仕様

CDAT が制度として機能するために、いずれの実装形態でも備えるべき最低限の
セキュリティ要件がある。これは、導入国のデジタル通貨インフラの仕様にかか
わらず、CDAT の標準仕様として定義される。

第一に、取引記録の改ざん防止。分散台帳方式では暗号学的ハッシュによる連鎖
構造として、中央管理型方式では監査ログと改ざん検知機構として、実装形態に
応じた技術で保証される。

第二に、状態値の不整合検出。全事業用ウォレットの累積差額の合計と、国庫清
算口座および還付バッファの残高との整合性を、取引ごとに検証する機構。整合
性の破れは直ちに検出され、該当取引の処理は中断される。

第三に、ウォレット保有者の認証。秘密鍵による電子署名、または同等の強度を
持つ認証機構。認証の失敗は取引処理を拒絶する。

表6.1 実装形態の比較

要件
分散台帳方式

(標準仕様)
中央管理型
単一サーバ方式

既存電子インボイス基盤との
接続方式

瞬時の状態更新 許可型で数百ミリ秒以内 応答速度の確保が容易 基盤の拡張次第

整合性検証 構造的に保証 中央サーバ内部で実行 多層検証

状態値の永続性
分散保管により構造的に
保証

複製とバックアップで実現 既存基盤の永続性に依存

アクセス制御 公開鍵ベース認証 一般的なデータベース認証 既存基盤の認証機構

耐障害性 分散ノードによる冗長性 フェイルオーバーによる補完 既存基盤の耐障害性に依存

実装コスト 中程度から高 比較的低 既存基盤次第

適する導入国
分散保管と独立検証を重
視する国

小規模または既存中央集権シ
ステムを維持したい国

既に電子インボイス基盤を持つ
国、ViDA 対応の EU 加盟国
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第四に、権限ノードの認証と分離。国庫管理税率設定用ウォレットによる税率設
定等の制度運営操作は、通常の取引処理とは異なる認証経路で行われる。権限の
不正利用を防ぐため、権限ノードへのアクセスは厳格に制限される。

第五に、監査可能性。分散台帳上の取引記録は、監査機関が独立に検証できる形
で保持される。取引記録と状態値の対応関係は、いつでも再現可能である必要が
ある。

これらの要件は、CDAT の標準仕様として、いずれの導入国でも共通して実装さ
れる必要がある。

6.5 拡張可能性の範囲

導入国のデジタル通貨インフラの性質に応じて、CDAT の実装は以下の方向に拡
張され得る。

6.5.1 プライバシー保護層の追加

導入国のデジタル通貨が匿名性を重視する設計の場合、取引記録のプライバシー
保護層を追加することができる。ゼロ知識証明を用いたプライバシー保護決済方
式を組み合わせれば、取引の額面情報を公開しないまま、整合性検証を行うこと
が可能である。この拡張は、匿名性を重視するデジタル通貨インフラを持つ国で
特に有効である。

6.5.2 多層的な不正検出機構

CDAT は国庫清算口座直送方式により、事業者による税額の一時保有リスクを構
造的に低減する。しかし、取引記録の虚偽入力や即時清算機能の悪用など、
CDAT 特有の不正リスクは残る。本節では、これらの不正を四つの類型に整理
し、それぞれに対する検出方針を示す。検出の具体的な実装は、ルールベースの
条件判定と機械学習による異常検知を組み合わせた多層的な機構として構築され
る。

6.5.2.1 即時清算型架空仕入

第一の類型は、即時清算型架空仕入である。これは、虚偽の設備購入取引を計上
し、大きなマイナスの累積差額を人為的に作り出したうえで、即時清算機能によ
り現金化し、その後にウォレットを解約する手口である。従来の VAT 制度におけ
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る架空仕入による不正還付と類似するが、CDAT では即時清算機能により現金化
が短時間で完結する点が特徴である。

この類型への検出方針は、以下のとおりである。第一に、ウォレット開設から即
時清算までの期間の短さを監視する。通常、事業活動は一定の継続期間を伴うた
め、開設から短期間のうちに大きな累積差額が発生し、それが即時清算されるパ
ターンは異常である。第二に、即時清算の直後または一定期間内のウォレット解
約を監視する。第三に、取引相手の事業実態(事業者登録年数、他の取引履歴等)
を参照し、実在性が疑わしい取引を検出する。これらの条件に該当する場合、即
時清算操作は自動的に遅延または保留とされ、人間による審査が実行される。

6.5.2.2 循環取引型バッファ製造

第二の類型は、循環取引型バッファ製造である。これは、複数の事業者が連携し
て取引の循環(A→B→C→A のように、取引が最終的に元の事業者に戻る経路)を
作り、各事業者の累積差額を人為的にマイナスにし、還付バッファへの逆流や即
時清算を利用する手口である。個々の取引は形式的には正常だが、全体として見
ると経済実態を伴わない。

この類型への検出方針は、分散台帳上の取引記録をグラフ構造として解析し、循
環経路の存在を検出することである。取引を辺、事業用ウォレットを節点とする
グラフにおいて、一定の深さ以内に閉路が存在するか、あるいは取引金額と時間
軸の整合性に不自然なパターンが見られるかを判定する。循環の深さ、取引頻
度、取引金額の類似性などを特徴量として、ルールベースの判定と、過去の取引
データで学習された機械学習モデルによる異常スコアを併用する。異常スコアが
高い場合、関与する全事業用ウォレットの即時清算操作が一時的に保留され、精
査の対象となる。

6.5.2.3 多ウォレット分散型

第三の類型は、多ウォレット分散型である。これは、同一の実質的経営者が複数
の事業用ウォレットを保有し、それぞれで小規模な不正を繰り返すことで、個別
には検出閾値を下回りつつ、総体としては大きな不正を成立させる手口である。

この類型への検出方針は、複数の事業用ウォレット間の関連性を監視することで
ある。登記情報、代表者情報、取引パターンの類似性、送金相手の重複などか
ら、実質的に同一主体が運用するウォレットの集合を推定する。推定された集合
に属するウォレット群について、個別の判定基準を適用するのではなく、集合全
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体としての累積的な挙動(即時清算の総額、虚偽取引の可能性等)を監視する。この
検出には、グラフ解析による関連性推定と、外部の事業者登録データとの照合が
有効である。

6.5.2.4 共謀型輸出還付偽装

第四の類型は、共謀型輸出還付偽装である。これは、輸出取引におけるゼロ税率
の適用を悪用し、輸出直前に国内で虚偽または過大な仕入を計上して大きな累積
差額のマイナスを作り、輸出後に即時清算により還流を受ける手口である。輸出
事業は累積差額が構造的にマイナスになりやすいため、正常な輸出事業と区別す
ることが困難な類型である。

この類型への検出方針は、輸出取引と仕入取引の経済的整合性を検証することで
ある。具体的には、仕入金額と輸出金額の比率、仕入元の事業実態、仕入品目と
輸出品目の対応関係、輸出相手先の実在性などを参照する。また、過去の正常な
輸出事業の取引パターンを機械学習モデルで学習し、異常スコアを算出する。異
常スコアが高い場合、即時清算は遅延され、貿易用ウォレットとの接続点におけ
る記録との照合や、物流記録との突合など、外部データとの検証が実行される。

6.5.2.5 検出機構の統合的運用

上記四類型の検出は、即時清算機能への操作要求が発生した時点で、リアルタイ
ムにスコアリングとして実行される。各類型の検出指標は独立に評価され、それ
ぞれの異常スコアが統合される。統合スコアが一定の閾値を超える場合、即時清
算操作は自動的に遅延または保留とされ、人間判断を伴う審査プロセスへ移行す
る。統合スコアが中程度の場合、即時清算は短期間の遅延の後に実行される。統
合スコアが低い場合、即時清算は通常どおり即座に実行される。

閾値の設定、特徴量の選択、機械学習モデルの構造などの具体的な実装は、導入
国の事業環境、不正パターンの発生頻度、事業者への負担のバランスを踏まえて
定められる。本論文は、これら四類型の存在と検出の基本方針を示すに留める。
具体的なアルゴリズム設計は、実装段階における継続的な研究課題となる。

6.5.3 国際取引への対応

貿易用ウォレットを介した国際取引の処理は、導入国間の相互運用性に依存す
る。既存の ViDA 枠組み(European Commission, 2025)、Peppol ネットワーク、ある
いは二国間協定に基づく専用接続のいずれかが採用される。CDAT は基本仕様と
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して、貿易用ウォレットが標準的な相互運用プロトコルに対応することを要求す
るが、具体的なプロトコルの選択は導入国間の合意による。

6.5.4 レガシーシステムとの相互運用

導入国が段階的な移行を選択する場合、現行の VAT システムと CDAT が並行運用
される期間が生じる。この期間の相互運用は、既存の電子インボイス基盤との接
続方式の一形態として扱われる。並行運用の具体的な設計は、次章(第7章)で扱う
移行の議論に属する。

6.5.5 事業者側アプリケーションの多様性

事業用ウォレットの操作アプリケーションは、導入国の商慣行や既存の会計シス
テムに応じて、多様な実装が許容される。クラウド型 SaaS、オンプレミス型アプ
リケーション、スマートフォンアプリ、ブラウザベースのインターフェース等、い
ずれも標準プロトコルに従う限り CDAT と接続可能である。この多様性は、中小
事業者から大企業まで、幅広い事業者層への対応を可能にする。

6.6 本章のまとめ

本章では、CDAT の技術的要件を五つに整理し、各実装形態がこれらの要件をど
のように満たすかを比較した。許可型の分散台帳方式が標準仕様として位置づけ
られ、中央管理型単一サーバ方式と既存電子インボイス基盤との接続方式が、導
入国の事情に応じた代替実装として位置づけられる。ブロックチェーン型の実装
は技術的には可能であるが、ノード管理、フォーク、処理速度、コストの観点か
ら現段階では推奨されない。 

CDAT が標準で備えるべきセキュリティ仕様は、取引記録の改ざん防止、状態値
の不整合検出、ウォレット保有者の認証、権限ノードの分離、監査可能性の五つ
であり、これらはいずれの実装形態でも共通して要求される。 
拡張可能性の範囲として、プライバシー保護層、多層的な不正検出機構、国際取
引への対応、レガシーシステムとの相互運用、事業者側アプリケーションの多様
性を論じた。特に、多層的な不正検出機構については、即時清算型架空仕入、循
環取引型バッファ製造、多ウォレット分散型、共謀型輸出還付偽装の四類型を整
理し、ルールベースの条件判定と機械学習による異常検知を組み合わせた多層的
な検出方針を示した。これらの拡張は、導入国のデジタル通貨インフラと運用方
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針に応じて選択される。CDAT の基本設計は、これらの拡張を許容する形で定義
されているため、導入国ごとに異なる実装が可能である。

次章では、既存 VAT 制度から CDAT への移行について検討する。

第7章 既存制度からの移行

7.1 本章の目的

CDAT は技術的には第6章で示した複数の実装形態で運用可能であるが、現実の導
入は各国の制度的・文化的・政治的な条件に強く規定される。本章は、これらの
条件から CDAT の採用を検討する際に浮上する主要な論点を、技術的議論とは独
立した視点から簡潔に整理する。本章は、具体的な移行スケジュールを提示する
ことを目的とせず、各国が CDAT の導入を検討する際の判断材料を提供すること
を目的とする。

7.2 制度の断続性と連続性の選択

CDAT の導入は、現行 VAT 制度からの断続的な転換として行うか、連続的な拡張
として行うかという選択を伴う。

断続的な転換を選ぶ場合、現行 VAT の申告制度、還付制度、事業者の会計慣行を
一度に置き換える。この選択は、移行期間を短くし、二重運用の負担を避ける利
点があるが、事業者と税務当局の双方に大きな変化を同時に要求する。

連続的な拡張を選ぶ場合、既存の電子インボイス基盤やリアルタイム報告制度に 

CDAT の状態管理層を重ね、段階的に機能を置き換える。この選択は、各主体の
学習時間を確保できるが、二重運用期間の管理コストが発生する。

どちらが適切かは、導入国の制度改革文化、立法手続の性質、事業者コミュニ
ティの性格に依存する。これらは技術的な最適化では決まらない。
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7.3 税務行政と会計実務への影響

CDAT は、税務当局の業務構造と、会計・税務専門家の業務内容に根本的な変化
をもたらす。

税務当局の側では、期末申告の受付と審査という業務が後退し、リアルタイムの
整合性監視と例外対応、および不正検出のデータ分析が中心となる。これは組織
構造、職員の技能、予算配分の再設計を伴う。現行の税務行政が定例処理に最適
化されているほど、この転換は大きな組織的課題となる。

会計・税務専門家の側では、期末申告業務の比重が減少し、取引記録の正確性確
保、異常検出への助言、税務戦略の立案といった業務へと重心が移る。これは専
門家の役割の縮小ではなく、役割の変容である。資格制度や業界団体との対話
が、移行プロセスの一部として必要となる。

これらの変化は、技術的課題というよりも、既存の職業文化と制度的利害の調整
の問題である。各国の既存構造に応じて、対応の困難さは大きく異なる。

7.4 国際的整合性と単独導入の選択

CDAT を単独の国が導入する場合と、国際的な枠組みの中で導入する場合とで
は、検討すべき論点が異なる。

単独導入の場合、国境を越える取引における相手国の VAT 制度との整合性が課題
となる。輸出入事業者は、自国の CDAT と相手国の現行 VAT の両方に対応する必
要がある。この非対称性は、貿易用ウォレットの設計と、二国間の情報交換協定
によって部分的に緩和できるが、完全な解消は困難である。

国際的な枠組みの中での導入、特に EU 加盟国が ViDA 改革(European Commission, 

2025)と並行して CDAT を検討する場合、現行 VAT 指令(Council of the European 

Union, 2006)との整合性が前提となる。CDAT が VAT 指令の範囲内で運用可能かど
うかについては、EU レベルでの法的整理が必要となる。イタリアの scissione dei 

pagamenti が EU 理事会の特例承認を要した経緯(Council of the European Union, 

2023)は、このような調整の先例となる。

いずれの場合も、技術的な整合性だけでなく、法的・外交的な調整が移行の前提
となる。
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7.5 本章のまとめ

本章では、CDAT の導入を検討する際の制度的・文化的・政治的な論点を、技術
論とは独立した視点から簡潔に整理した。制度の断続性と連続性、税務行政と会
計実務への影響、国際的整合性と単独導入の選択といった論点は、いずれも各導
入国の既存条件に強く依存するため、普遍的な解はない。

CDAT は技術的には実装可能であるが、現実の採用は各国の政治的判断と社会的
合意のプロセスに委ねられる。本論文は、そのプロセスに資する技術的・制度的
な設計仮説を提示することを目的としており、具体的な導入スケジュールの提案
は各国の検討に委ねる。

本論文の結論を次章で述べる。

第8章 結論

8.1 本論文の貢献

本論文は、現行付加価値税制の構造的課題に対する制度設計仮説として、累積差
額調整税(Cumulative Difference Adjustment Tax, CDAT)を提案した。

第1章では、現行 VAT が累積課税の抑制という中立性を実現しつつも、事業者に
よる税額の一時保有、還付制度に起因するキャッシュフロー負担、期末申告の事
務負担、組織的な不正還付への脆弱性という四つの構造的課題を抱えていること
を整理した。

第2章では、イタリアの scissione dei pagamenti、ハンガリーの RTIR、スペインの 

SII、EU の ViDA といった既存の改革潮流を、納付経路、報告経路、計算方式の三
層に分けて位置づけた上で、CDAT がこれらの潮流の一部を組み合わせつつ、累
積差額の連続的管理と自動相殺を制度の中心に据える提案であることを示した。

第3章では、CDAT の基本設計として、五種のウォレット構成、累積差額とバッ
ファ残高という二つの状態値、国庫清算口座直送方式、自動相殺と即時清算機
能、および複数税率カテゴリが併存する場合の状態値の独立管理を定義した。特
に、調整参照期間が清算計算の参照窓ではなく、税率設計と監査・検証の枠組み
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として位置づけられる点、および事業者の還流請求権が調整参照期間の経過に
よって時効的に消滅しない点を明示した。

第4章と第5章では、単純化した三段階サプライチェーン・モデルと、五つの個別
ケース(設備投資、輸出、途中退出、調整参照期間を越える長期取引、B2C 取引)

を通じて、CDAT が現行 VAT と同等の累積税収を生みうることを、単一税率およ
び複数税率カテゴリの両方の条件下で、明示された仮定の下で検証した。

第6章では、CDAT の技術的要件を五つに整理し、分散台帳方式を標準仕様としつ
つ、中央管理型単一サーバ方式、既存電子インボイス基盤との接続方式、ブロッ
クチェーン型実装を代替として比較した。また、多層的な不正検出機構として、
即時清算型架空仕入、循環取引型バッファ製造、多ウォレット分散型、共謀型輸
出還付偽装の四類型を整理した。

第7章では、CDAT の導入を検討する際の制度的・文化的・政治的な論点を、技術
論とは独立した視点から簡潔に整理した。

以上を通じて、本論文は CDAT を、現行 VAT の理論的長所を維持しつつ、その運
用上の負担を軽減しうる制度設計仮説として提示した。

8.2 今後の課題

本論文の射程の外にある論点は多く、それらは今後の研究課題として位置づけら
れる。以下、主要なものを率直に列挙する。

第一に、不正検出機構の具体的アルゴリズム設計である。本論文では第6章6.5.2 
において、即時清算機能を利用した不正の四類型を整理し、それぞれに対する検
出方針を示した。しかし、具体的なアルゴリズム設計、特徴量の選択、機械学習
モデルの構造、閾値の設定などの具体的実装は、今後の継続的な研究課題とな
る。また、本論文で挙げた四類型以外の新しい不正パターンへの対応も、実装段
階で随時拡張される必要がある。

第二に、移行期間中の実務上の課題である。第7章では制度的・文化的・政治的な
論点を簡潔に整理するに留めたが、並行運用期間の具体的な設計、事業者の段階
的な対象化の基準、現行 VAT との二重負担を避けるための調整など、実務的な検
討課題は多い。
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第三に、国際的な整合性の法的論点である。EU 加盟国が現行 VAT 指令(Council 

of the European Union, 2006)の枠組みの下で CDAT を導入できるかどうか、クロス
ボーダー取引における貿易用ウォレットの法的位置づけ、二国間租税条約との整
合性など、法律論としての詳細検討が必要である。本論文は技術的設計の仮説提
示に留まり、これらの法的論点には立ち入らなかった。

第四に、経済的影響の定量的分析である。CDAT の導入が、事業者のキャッシュ
フロー、マクロ経済の税収安定性、国際競争力、中小事業者の事業環境などに与
える影響については、理論的な検討と数値シミュレーションの両方が求められ
る。本論文は概念的な設計に焦点を置いたため、これらの定量的な分析は今後の
課題となる。

第五に、プライバシーと監査可能性の両立である。第6章でゼロ知識証明を用いた
プライバシー保護決済方式への拡張可能性に触れたが、プライバシー保護と税務
監査の実効性をどのように両立させるかは、技術的にも制度的にも深い検討を要
する論点である。

第六に、デジタル通貨インフラとの統合設計である。中央銀行デジタル通貨
(CBDC)の展開が各国で進む中で、CDAT がこれらのインフラとどのように設計的
に統合されるか、あるいは独立に運用されるかは、各国の政策判断と技術進展に
依存する。この統合設計の詳細は、各国の文脈ごとに検討される必要がある。

第七に、事業者側アプリケーションの標準化である。第6章で事業者側アプリケー
ションの多様性を許容する方針を示したが、標準プロトコルの具体的仕様、既存
会計ソフトウェアとの連携規格、事業者間の相互運用性確保などは、技術標準化
の作業として今後の課題となる。

第八に、導入国の政治的合意形成のプロセスである。税制改革は技術的な最適化
では決まらず、各国の立法手続、業界団体との調整、事業者コミュニティの合意
形成を経る必要がある。この政治的プロセスの具体的な進め方は、各国の制度改
革文化に依存するため、本論文の射程の外にある。

これらの課題は、CDAT を現実の制度として検討する際には、いずれも避けて通
れない。本論文が提示したのは、これらの課題に取り組むための出発点となる制
度設計仮説であり、その完成ではない。
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8.3 結びに

本論文は、現行 VAT の構造的課題に対する一つの応答として CDAT を提示した。
CDAT が実際に導入されるかどうかは、各国の政治的判断と社会的合意のプロセ
スに委ねられる。本論文の役割は、その判断と合意に資する技術的・制度的な選
択肢を、検証可能な形で示すことにある。

日本の現状について、一言を加えたい。日本では、現行の消費税制度をめぐっ
て、市民と政治の双方に、制度の仕組みに対する理解の不足と、それに由来する
誤解や対立がある。税制の議論が、制度の実際の動作からではなく、感情的な対
立軸の上で展開されることは少なくない。この状況は、必要な制度改革の議論を
妨げ、悪循環を生んでいる。

本論文で提示した CDAT は、現在の日本の消費税制度を直接に批判するものでは
ない。しかし、VAT という制度そのものをより根本から見直す余地があること、
また、技術的に異なる設計の選択肢が理論的にも実装的にも存在することを示す
ことによって、税制を論じる際の議論の地平を広げることはできるかもしれな
い。制度設計は政治家や行政官だけの仕事ではなく、市民が理解し、議論に参加
できるべきものである。本論文が、そうした議論の一助となることを、誠実に願
う。
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